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医政発 03 3 1第6号

平成26年 3月 31日

一般社団法人 日本病院会会長殿

幽
回
答

噛
謹
印
刷

霞
唱
間

局政医省働、労生厚

医療法施行規則の一部を改正する省令の施行について（施行通知）

標記につきまして、別紙のとおり各都道府県知事、保健所設置市長及び特別

区長宛て通知しましたので、御了知いただくとともに、貴団体会員等に対する

周知方よろしくお取り計らい願います。



医政発03 3 1第4号
平成26年3月31日

〈都道府県
保健所設置市長

特別区長

厚生労働省医政局長

（公印省略）

医療法施行規則の一部を改正する省令の施行について

特定機能病院及び地域医療支援病院のあり方に関する検討会においでとりま

とめられた「特定機能病院及び地域医療支援病院の承認要件の見直しについて」

（以下「報告書」という。）等を踏まえ、医療法施行規則の一部を改正する省令

（平成26年厚生労働省令第45号。以下「平成二十六年改正省令」という。）に

より、下記1の通り、医療法施行規則（昭和 23年厚生省令第 50号。以下 F規

則Jという。）の一部を改正することとしました。また、下記2の通り、関連の

i 通知についても一部を改正することとしました。

平成二十六年改正省令については、本日公布され、同年4月 1日から施行さ

れることとなりますので、貴職におかれましては、制度の趣旨を御了知いただ

くとともに管下の医療機関や関係団体等に周知をお願いいたします。

なお、本通知は、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 245条の4第1項

の規定に基づく技術的助言であることを申し添えます。

記

1 平成二十六年改正省令の概要

(1) 特定機能病院の承認要件の見直しについて

①特定の領域に関し高度かっ専門的な医療を提供する特定機能病院

がん、循環器疾患その他の国民の健康に重大な影響のある疾患に関し、

高度かっ専門的な医療を提供する特定機能病院について、その特性に応

じてその他の特定機能病院と異なる承認要件を設定する。（規則第6条

の3第3項、第6条の4第4項及び第9条の 20第 2項関係）



②標梼科の見直し

報告書に従い、特定機能病院につわては平成二十六年改正省令による

改正後の規則第6条の4第1項に規定する診療科の全ての標傍を基本

的には要件とする。ただし、特定の領域に関し高度かっ専門的な医療を

提供する特定機能病院については十以上の診療科の標携で可とするな

ど同条第2項から第4項までの標祷等でも可能とする。（規則第6条の

4関係）

③ 専門の医師の配置

特定機能病院全体において、医師の半数以上が平成二十六年改正省令

による改正後の規則第 22奈の2第 3項に規定する専門の医師であるこ

とを要件とする。（規則第 22条の2第3項関係）

④ 紹介率及び逆紹介率

一定以上の紹介率を満たすことに加え、一定以上の逆紹介率を満たす

ことを要件とする。紹介率についてはその基準値を高め、 50%以上とす

る。ただし、特定の領域に関し高度かっ専門的な医療を提供する特定機

能病院につい‘ては特に高度な専門性が求められるから、紹介率は80%以

上とする。逆紹介率についてはそれぞれの病院で40%以上、 60%以上と

する。（規則第9条の 20関係）

⑤経過措置等

その他必要な経過措置及び所要の改正を行う。

(2) 新型インフルエンザ等緊急事態における医療を行う診療所の病床数の増

加等に係る許可制の特例について

新型インフノレエンザ等対策特別措置法（平成24年法律第31号）第38条

第1項に規定する特定都道府県（以下「特定都道府県Jという。）の区域内

において診療所を開設した者が、同法第 32条第1項に規定する新型インフ

ルエンザ等緊急事態（以下［新型インフルエンザ等緊急事態」という。）に

おける医療の提供を行うことを目的として、当該診療所に、病床を設けよ

うとするとき、又は病床数、病床の種別その他厚生労働省令で定める事項

を変更しようとするとき’（以下「病床数の増加等の変更j という。）につい

ては、迅速に行われることが必要である。

このため、同法第 48条第6項及び第7項の規定により、病院の開設者又

は診療所の開設者（医師又は歯科医師で、ない者が開設した診療所に限る。）

が病床数の増加等の変更を行おうとする場合には、新型インフノレエンザ等緊

急事態における医療の提供を行う期間に限り、医療法第7条第2項を適用せ

ず、都道府県知事等の許可は不要とされている。

この趣旨を踏まえつつ、平成二十六年改正省令において、規則第1条の

（ 



14を改正し、医療法第7条第3項の厚生労働省令で定める場合として、特

定都道府県の区域内において診療所を開設した者が、新型インフノレエンザ等

緊急事態における医療の提供を行うことを目的として、診療所の病床数の増

加等の変更を行おうとするときを定め、都道府県による許可ではなく、医療

法施行令（昭和 23年政令第 326号）第3条の3又は第4条第2項の届出で

足りることとする。（規則第1条の 14関係）

(3) 精神科の外来患者に係る医師配置標準について

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の一部を改正する法律（平成

25年法律第47号）の施行に伴い、良質かっ適切な精神障害者に対する医療

の提供を確保するための指針（平成 26年厚生労働省告示 65号）が平成 26

年4月 1日から適用される。同指針は、入院医療中心の精神医療から精神

障害者の地域生活を支えるための精神医療への改革の実現に向け目指すべ

き方向性を示すものであり、向指針第二の二において、精神障害者が、外

来・デイケア等で適切な医療を受けながら地域で生活できるよう、病院及

び診療所における外来医療の提供体制の整備・充実を推進する旨規定され

た。これを踏まえ、精神科デイケア等の更なるニーズの増加に対応し、精

神障害者の地域移行を更に進めるため、精神科の外来患者に係る医師配置

標準について、医師1人当たりの外来患者数の標準を 80人とするよう算定

方法を改めることとする。（規則第四条関係）

2 関連通知の改正

(1) 地域医療支援病院の承認要件の見直しについて

別紙1の通り、「医療法の一部を改正する法律の一部の施行についてj

（平成 10年5月 19日付け健政発第639号）を改正する。なお、同通知の

様式については別紙1に付す通り変更する。

(2) 特定機能病院の承認要件の見直しについて

1 (1）に関連して、別紙2の通り、「医療法の一部を改正する法律の一部

の施行についてJ（平成5年2月 15日付け健政発第四号）を改正する。

なお、同通知の様式については別紙2に付す通り変更する。



別紙1

「医療法の一部を改正する法律の一部の施行について」 （平成 10年5月 19日健政発第639号（抄）

［新旧対照表］

改正後

第二 地域医療支援病院に関する事項

1・2 （略）

3 承認に当たっての留意事項

（略）

(1) 紹介患者に対する医療提供（医遼法第四条第

一項第一号関係）

①犀遼塗第四条第一項第ー号に規定する l「他

の病院又は診療所から紹介された患者に対

し医療を提供し、（中略）体制が整備されてい

ること」とは、いわゆる紹介外来制を原則と

しているこ主を意味するものであり、具体的

には、次のいずれかの場合に該当することを

求める趣旨であること。

ア） 次の式により算定した数（以下「地域医

療支援病院紹介率」という。）が八0%盛
上であること

地域医療支援病院紹介率

超企皐主皇室主
＝一一一一一一一ー一一 ×100 初診患者の数

イ） 地域医療支援病院紹介率がさ主径単よ

主主旦、かつ、次の式により算定した数

（以下「地域医療支援病院逆紹介率Jとい

う。）が四0%以上であること

地域医療支援病院逆紹介率

逆紹介患者の数

＝初診患者の数×100

ウ） 地域医療支援病院紹介率が互♀益弘よ

主主主、かつ、地域医療支援病院逆紹介

率が七n%以上であること

前記の地域医療支援病院紹介率及び地域医

療支援病院逆紹介率の算定式において、 「紹

介患者の数j、 「救急患者の数」、 「初診患

者の数」、 「逆紹介患者の数」とはそれぞれ

次の値の申請を行う年度の前年度の数をいう

（傍線部分は改正部分）

改正前

第二地域医療支援病院に関する事項

1・2 （略）

3 承認に当たっての留意事項

（略）

(1) 紹介患者に対する医療提供（逝盗第四条第一

項第一号関係）

①輩塗第四条第一項第一号tc:規定する下他の

病院又は診療所から紹介された患者に対し医

療を提供し、（中略）体制が整備されているこ

とJ とは、いわゆる紹介外来制を原則として

いることを意味するものであり、具体的には、

次のいずれかの場合に該当することを求める

趣旨であること。

ア） 次の式により算定した数（以下「地域医

療支援病院紹介率Jという。）が八0%を

上回っていること

地域医療支援病院紹介率

紹介患者の数＋救急患者の数
×100 

初診患者の数

イ） 地域医療支援病院紹介率がさQ監主よ

旦旦、かっ、次の式により算定した数（以

下「地域医療支援病院逆紹介率Jという。）
が三0%を上回ること

地域医療支援病院逆紹介率

逆紹介患者の数
= XlOO 

初診患者の数

ウ） 地域医療支援病院紹介率が盟♀盆主よ

E旦、かっ、地域医療支援病院逆紹介率

が六0%を上回ること

前記の地域医療支援病院紹介率及び地域医

療支援病院逆紹介率の算定式において、 「紹

介患者の数J、 「救急患者の数J、 「初診患

者の数」、 「逆紹介患者の数」とはそれぞれ

次の値の申請を行う年度の前年度の数をいう



ものであること。

「紹介患者の数」 ： （略）

「初診患者の数J ：患者の傷病について医

学的に初診左いわれる

診療行為があった患者

の数（地方公共団体又は

医療機関に所属する救

急自動車により搬入さ

れた患者、当該地域医療

支援病院が医療法第三

十条の四lこ基づいて作

成された医療計画にお

いて位置付けられた救

急医療事業を行う場合

にあっては、当該救急医

療事業において休日又

は夜間に受診した患者

及び自他覚的症状がな

く健康診断を目的とす

る当該病院の受診によ

り疾患が発見された患

者について、特に治療の

必要性を認めて治療を

開始した患者を除く n ) 

「逆紹介患者の数」 ． （略）

ものであること。

「紹介患者の数」 ： （賂）

「救急患者の数l ：緊急的に入院し治療を必

要とした救急患者の数

（初診のJ思者に限るの以下

lfilhl. 

f初診患者の数j ：初診患者の総数（当該地

域医療支援病院が新法

第三十条の三に基づい

て作成された医療計画

において位置付けられ

た救急医療事業を行う

場合にあっては、当該救

急医療事業において休

日又は夜間に受診した

救急患者の数（初診の患

者に限るのまた、緊急的

に入院し治療を必要ど

した救急愚者の数を除

くの）を除くの｝

「逆紹介患者の数J: （略）

② ①において、 「休日 j とは、日曜日、国民 l （新設）

の祝日に関する法律（昭和二十三年法律第百

七十八号）第三条に規定する休日、一月二日

及び三日並びに十二月二十九日、三十日及び

三十一日をいい、 「夜間｜とは、午後六時か

ら翌日の午前八時まで（土曜日の場合は、正

午以降）をいうものであることn

（削除） ② 前記①において「初診患者j とは三診療報

酬点数表において初診時基木診療料若しくは

紹介患者初診時基本診療料又は初診料若しく



③ ①において「逆紹介患者iとは、診療に基

づき他の機関での診療の必要性等を認め、患

者に説明し、その同煮を得て当該機関に対し

て、診療状況を示す文書を添えて紹介を行っ

た患者（開設者と直接関係のある他の機関に

紹介した患者を除くの）をいうものであるこ

よL

@ illにおいて、紹介状には、紹介患者の氏名、

年齢、性別、傷病名又は紹介目的、紹介元医

療機関名、紹介元医師名、その他紹介を行う

医師において必要と認める事項を記載しなけ

ればならないものであること。

⑤皇のア）に関して、地域医療支援病院紹介率

がさ互盤以上であるが①のイ）の要件に該当

しない場合であっても、承認後二年間で当該

紹介率が八0%を達成することが見込まれる

病院については、都道府県知事が地域の実状

、に応じて、具体的な年次計画の提出を求めた

上で、承認して差し支えないこと。

なお、この場合において、承認後、二年間

の年次計画が達成されない場合は、地域医療

支援病院の承認の取消しを行うこととなる

が、合理的な努力を行ったものと認められる

場合には、都道府県知事は都道府県医療審議

会の意見を聴いて、一年に限り計画期間の延

長を認めて差し支えないものであること。た

だし、承認後三年を経過してなお年決計画が

達成されない場合においては、都道府県医療

審議会の意見を聴いた上で、その承認の取扱

いを決定されたいこと。

⑥（略）

( 2) （略）

( 3) 救急医療の提供（匡遼塗第四条第一項第二号

関係J

犀遼塗第四条第一項第二号に規定する「救

急医療を提供する能りかを有することJとは、

ア）～ウ）（略）

エ） 次のいずれかの場合に該当すること《

は紹介患者初診料を算定することができる患

者及び社会保険診療以外の患者のうちこれに

相当する患者をいうものであることの

③ 前記①において「渉紹介煎者！とは、診療

報酬点数表において診療情報提供料を算定し

た患者及び社会保険診療以外の患者のうちこ

れに相当する患者をいうものであること。ま

た、地域連携診療計画管理料を算定した患者

であって、診療情報提供料（ I)算定の要件を

満たす私のについて弘、 「逆紹介患者lどし

て取り扱って差し支えないことの

④並記皇において、紹介状には、紹介患者の

氏名、年齢、性別、傷病名又は紹介目的、紹

介元医療機関名、紹介元医師名、その他紹介

を行う医師において必要と認める事項を記載

しなければならないものであること。

⑤道皇型のア）に関して、地域医療支援病院紹

介率がさ♀盤以上であるが①のイ）の要件に

該当しない場合であっても、承認後二年間で

当該紹介率が八0%を達成することが見込ま

れる病院については、都道府県知事が地域の

実状に応じて、具体的な年次計画の提出を求

めた上で、承認して差し支えないこと。

なお、この場合において、承認後、二年間

の年次計画が達成されない場合は、地域医療

支援病院の承認の取消しを行うこととなる

が、合理的な努力を行ったものと認められる

場合には、都道府県知事は都道府県医療審議

会の意見を聴いて、一年に限り計画期間の延

長を認めて差し支えないものであること。た

だし、承認後三年を経過してなお年次計画が

達成されない場合においては、都道府県医療

審議会の意見を聴いた上で、その承認の取扱

いを決定されたいこと。

⑥（略）

( 2) （略）

(3) 救急医療の提供（逝法第四条第一項第二号関

係）

盆塗第四条第一項第二号に規定する「救急医

療を提供する能カを有すること」とは、

ア）～ウ）（略）

｛新設）



ユi一地方公共団体文は医療機関に

所属する救急自動車により搬

送された患者の数（申請を行

う年度の前年度の数）

救急医療圏人口

が二以上であること

×1000 

2) 地方公共団体又は医療機関に所属す

る救急自動車により搬送された患者の

数（申請を行う年度の前年度の数）が

-000以上であること

ただし、二十四時間体制で救急医療

の体制を整え、医療法第三十条の四に

某づいて作成された医療計画において

位置づけられた救急医療事業を行って

いる場合については、上記に該当じて

いない場合Tあっても、都道府県知事

が、次に該当すると認めた場合には、

同法第四条第一項の要件を満たすもの

として、他の要件を満たす場合に限り、

地域医療支援病院の承認を行うことが

主主ゑL

」」ー 当該病院が所在する二次医療圏

について定められた医療計画を踏

まえ、救急医療体制の確保の観点

から、当該病院に対して承認を与

えることが適当と認めた場企

jjJ_ 小児科等の単科の病院であって、

当該診療科に関して地域における

医療の確保の観点から、当該病院

に対して承認を与えることが適当

主量生主量全

( 4) 地域の医療従事者に対する研修の実施（匡遼

塗第四条第一項第三号関係）

屋遼主主第四条第一項第三号に規定する「地域

の医療従事渚の資質の向上を図るため¢研修を

行わせる能力を有することjとは、

ア）～エ）（略）

主L 年間十二回以上（申請を行う年度の前年

度の数）の研修を主催していること円

をいうものであること。なお、研修には、当該

病院以外の地域の医療従事者が含まれることn

(4) 地域の医療従事者に対する研修の実施（蓋塗

第四条第一項第三号関係）

翠塗第四条第一項第三号に規定する「地域の

医療従事者の資質の向上を図るための研修を行

わせる能力を有すること」とは、

ア）～エ）（略）

（新設）

をいうものであること。



また、医師だけではなく、他の医療従事者を対

象としたものが含まれていること円

( 5）・（6) （略） (5）・（6) （略）

4 業務報告書 I 4 業務報告書

地域医療支援病院の関設者は、新省令第九条の二｜ 地域医療支援病院の開設者は、新省令第:tL条の二

第一項各号に掲げる事項を記載した業務報告書を毎｜ 第一項各号に掲げる事項を記載した業務報告書を毎

年一O月五日までに都道府県知事に提出しなければ l 年十月五日までに都道府県知事に提出しなければな

ならないものであること。ただし、平成二十六年度｜ らないものであること。主主、その際の様式例は別

中の業務報告における紹介率及び逆紹介率の実績に｜ 添のとおりであるので参考とされたいこと。

ついては、平成二十六年四月以降の任意の数か月間

（最低ーか月間）の平均値を用いても差し支えない

恥のであることn また、当該実績が当該紹介率又は

渉紹介率を満たしていない場合には、平成二十五年

度の年間実績における平成二十六年四月における改

正前の地域医療支援病院紹介率及び地域医療支援病

院逆紹介率についても報告することのさらに、その

際の様式例は別添のとおりであるので参考とされた

いこと。

都道府県における業務報告書の公表に当たって

は、必要に応じて、記載されている個人情報を削除

するなど適切な対応を講じることn

5. 管理者の業務遂行方法

( 1) （略）

(2) 救急医療の提供（新省令第九条の十六第二号

関係）

①新省令（第九条の十六第一号イに規定する

「重傷の救急患者に対し医療を提供する体

制Jとは、

ア） ・イ） （略）

立L 3の（3）のエ）の要件を満たしてい

ゑよよL

②・③（略）

( 3) 地域の医療従事者に対する研修の実施（新省

令第九条の十六第三号関係）

①新省令第九条の十六第三号に規定する「生

涯教育その他の研修を適切に行わせることj

とは、

ア）～エ）（略｝

まL 年間十二回以上（申請を行う年度の前

年度の数）の研修を主催していること

をいうものであること。なお、研修には、当

5 管理者の業務遂行方法

(1) （賂）

(2) 救急医療の提供（新省令第九条の十六第二号

関係）

①新省令（第九条の十六第一号イに規定する

「重傷の救急患者に対し医療を提供する体

制」とは、

ア） ・イ） （略）

（新設）

②・③（略）

(3) 地峨の医療従事者に対する研修の実施（新省

令第九条の十六第三号関係）

①新省令第九条の十六第三号に規定する「生

涯教育その他の研修を適切に行わせることJ

とは、

ア）～エ）（略）

（新設）

をいうものであること。



該病院以外の地域の医療従事者が含まれるこ

とn また、医師だけではなく、他の医療従事

者を対象としたものが含まれていること内

②・③（略）

( 4）・（5) （略）

(6j 紹介患者に対する医療提供（新省令第九条の

十六第六号関係）

①新省令第九条の十六第六号イに規定する「そ

の管理する病院における医療の提供は、原則と

して紹介患者に対するものであること」とは、

いわゆる紹介外来制を原則としていることを意

味するものであり、具体的には、立iu.12_旦
ア）からウ）までのいずれかに該当することを

求める趣旨であること。

②三企J__U_卑により地域医療支援病院紹介率

が八0%を下回っていて承認を受けた病院につ

いては、承認後二年間で地域医療支援病院紹介

、率八0%を達成するための改善計画の実施状況

を併せて提出すべきものであること。

③（略）

(7）・（8) （略）

(9) その他

前記の業務を行うに当たっては、盗i三豊庄ゑ

取組を行うことが望ましいこと。

虫病院内に専用の室、担当者を設け、これら

の業務が総合的に行われ、地域の他の診療所

等との連携が円滑に行われる体制が確保され

エヒム三よa

宣良質な医療を提供するための取組をよりー

層高めていくために、病院の機能について広

域を対象在した第三者による評価を受けてい

ゑ三よL

＠逆紹介を円滑に行うため、退院調整部門を

童童主ゑ主主£

己主地域連携を促進するため、地域連携クリテ

イカノレパスを策定するとともに、地域の医療

機関に普及させること。

②・③（略）

' ( 4）・（5) （略）

(6) 紹介患者に対する医療提供（新省令第九条の

十六第六号関係）

①新省令第九条の十六第六号イに規定する

「その管理する病院における医療の提供は、

原測として紹介患者に対するものであるこ

とJとは、いわゆる紹介外来制を原則として

いることを意味するものであり、具体的には、

地域医療支援病院紹介率が八0%を上回って

どゑ三主を求める趣旨であること。

②前記第二の3（ー）＠により地域医療支援病

院紹介率が八0%を下回っていて承認を受け

た病院については、承認後二年間で地域医療

支援病院紹介率八0%を達成するための改善

計画の実施状況を併せて提出すべきものであ

ること。

③（略）

( 7 ），・（8) （略）

(9) その他

前記の業務を行うに当たっては、盤陸自主重

用の室、担当者を設け、これらの業務が総合的

に行われ、地域の他の診療所等との連携が円滑

に行われる体制が確保されていることが望まし

し、こと。



宣住民や患者が医療機関を適切に選択で者る

ょう、当該病院の果たしている役割を地域住

民に対して、適切に情報発信することの

6 （略） 6 （略）

7 主2隼 ｜ （新設）

都道府県は、医療法第二十九条第三項各号のいず

れかに該当する場合においては、地域医療支援病院

の承認を取P消すことがで舎るとされているため、

以下の取扱いについて、漬漏な舎を期されたい白

」ょi一平成二十六年四月一日付けで見直しが行わ

れた承認要件の充足状況について、業務報告書

の確認を行い、承認要件を満たしていない場合

には、二年程度の聞に承認要件を充足するため

の年次計画の策定を求めるとともに、当該計画

期間経過後も承認要件が充足されない場合は、

都道府県医療審議会の煮見を聴いた上で、そめ

承認の取扱いを決定されたいことn

」＆地域医療支援病院の主主認要件の充足状況に

ついて、業務報告書により、確認を行うことと

もに、必要に応じて、当該病院からの煮見穂取

や現地調査を実施することの



（様式伊j第 1) 

都道府県知事殿

申請者

住所

氏名

00病院の地域医療支援病院の名称の承認について

番号

平成年月 日

印

標記について、医療法第4条第1項の規定に基づき、次のとおり承認方申請します。

記

1 開設者の住所及び氏名

住所
T 

氏名

（注）開設者が法人である場合は、「住所」欄には法人の主たる事務所の所在地を、「氏名」欄には

法人の名称を記入すること。

2 名称

電話（

4 病床数

精神病床 ｜感染症病床 ｜結核病床 ｜療養病床 ｜一般病床 ｜合計

床｜床｜床 ｜ 床 ｜ 床 ｜ 床



5 施設の構造設備

施設名 設備概要

集中治療室
（主な設備）

病床数 床

化学検査室 （主な設備）

細菌検査室 （主な設備）

病理検査室 （主な設備）

病理解剖室 （主な設備）

研究室 （主な設備）

講義室 室数 室 収容定員 人

図書室 室数 室 蔵所数 冊程度

救急用文は患者 （主な設備）

搬送用自動車 保有台数 f' コ

医薬品情報管理室
［専用室の場合］ 床面積 m 
［共用室の場合］ 00室と共用

（注） 主な設備は、主たる医療機器、研究用機器、教育用機器等を記入すること。



（様式例第2）他の病院又は診療所から紹介された患者に対し医療を提供する体制が整備されている

ことを証する書類及び救急医療の提供実績

1 .地域医療支援病院紹介率及び地域医療支援病院逆紹介率

地域医療支援病院

紹介率
% 

算定

地域医療支援病院 期間
年 月 日～ 年 月 日

逆紹介率
% 

A ：紹介患者の数 人

算出

根拠
B：初診患者の数 人

C：逆紹介患者の数 人

（注） 1 「地域医療支援病院紹介率j欄は、 AをBで除した数I二100を乗じて、小数点以下第1位ま

で記入すること。

（注） 2 「地域医療支援病院逆紹介率」欄は、 CをBで除した数に100を乗じて、小数点以下第1位

まで記入すること。

（注） 3 それぞれの患者数については、前年度の延数を記入すること。



（様式例第3) 救急医療を提供する能力を有することを証する書類

1 重症救急患者の受入れに対応できる医療従事者の確保状況

No. 職種 氏 名 勤務の態様 勤務時間 備考

常勤 専従

非常勤 非専従

常勤 専従

非常勤 非専従

常勤 専従

非常勤 非専従

常勤 専従

非常勤 非専従

常勤 専従

非常勤 非専従

常勤 専従

非常勤 非専従

常勤 専従

非常勤 非専従

常勤 専従

非常勤 非専従

常勤 専従

非常勤 非専従

常勤 専従

非常勤 非専従

常勤 専従

非常勤 非専従

常勤 専従

非常勤 非専従

常勤 専従

非常勤 非専従

常勤 専従

非常勤 非専従

2 重症救急患者のための病床の確保状況

｜優先的に使用できる病床 ｜ 

｜専用病床 ｜ 

（注） 一般病床以外の病床を含む場合は、病床区分ごとに記載すること。

則
同



3 重症救急患者に必要な検査、治療を行うために必要な診療施設の概要

施設名 床面積 言生 備 概 要 24時間使用の可否

rri （主な設備）

, 

rri （主な設備）

rri （主な設備）

rri （主な設備）

rri （主な設備）

4 備考

（注） 特定の診療科において、重症救急患者の受入体制を確保する場合には、その旨を記載すること。

既に、救急病院等を定める省令（昭和39年厚生省令第B号）に基づき都道府県知事の救急病院

の認定を受けている病院、救急医療対策の設備事業について（昭和5.2年7月6日付け医発第692
号厚生省医務局長通知）に基づき救急医療を実施している病院にあっては、その旨を記載するこ

と。

5 救急医療の提供の実績

救急用又は患者輸送自動車により搬入した 人

救急患者の数 人）

上記以外の救急患者の数
人

人）

合計
人

人）

（注）それぞれの患者数については、前年度の延べ数を記入すること。

括弧内には、それぞれの患者数のうち入院を要した患者数を記載すること。

6 救急用又は患者輸送用自動車

救急用又は患者輸送用自動車

l
J引
J



（様式例第4）地域医療従事者による診療、研究又は研修のための利用（共同利用）のための体制が

整備されていることを証する書類

1 共同利用の実績

（注） 前年度において共同利用を行っすご実績があ右場合において、ー当該前年度の共同利用を行ヲた医

療機関の延べ数、これらの医療機関のうち開設省と直接関係のない医療機関の延べ数、共同利用

に係る病床の病床利用率を明記すること。

2 共同利用の範囲等

（注） 当該病院の建物の全部若しくは一部、設備、器械又は器具のうち、共同利用の対象とする予定

のものを明記すること。

3 共同利用の体制

ア共同利用に関する規定の有無有・無

イ利用医師等登録制度の担当者氏名：

職種：

（注） 共同利用に関する規定が有る場合には、当該規定の写しを添付すること。

4 登録医療機関の名簿

医療機関名 開設者名 住 所 主たる診療科名
地域医療支援病院開設者との経営上

の関係

注当該病院と同ーの2次医療圏に所在する医療機関のみ記入すること。

｜常時共同利用可能な病床数



（椋式例第5) 地域医療従事者の資質の向上を図るための研修を行わせる能力を有することの証明

1 研修の内容

2 研修の実績

( 1)地域の医療従事者への実施回数

(2)(1）の合計研修者数

（注） 1 研修には、当該病院以外の地域の医療従事者が含まれるものを記入すること。

（注） 2 ( 2）には、前年度の研修生の実数を記入すること。

3 研修の体制

ア研修プログラムの有無有・無

イ研修委員会設置の有無有・無

ウ研修指導者

研修指導者氏名 職 種 診療科 役職等

（注） 教育責任者については、特記事項欄にその旨を記載すること。

臨床経験数 特記事項

年

年

年

年

年

年

年

年

回

人



4 研修実施のための施設及び設備の概要

施 設 名 床面積 設 備 概 要

ni （主な設備）

町1• （主な設備）

ni （主な設備）

『Ti （主な設備）

ni （主な設備）



（様式例第6) 診療並びに病院の管理及び運営に関する諸記録の管理方法

｜管理責任者氏名｜

管理担当者氏名

保管場所 分 類 方

診療に関する諸記録

病院日誌、各科診療日誌、処方せん、手

術記録、看護記録、検査所見記録、エック

ス線写真、紹介状、退院した患者に係る入

院期間中の診療経過の要約

共同利用の実績

救急医療の提供の実績

地域の医療従事者の資質の向上

病院の管 を図るための研修の実績

理及び運

営に関す 閲覧実績

る諸記録

紹介患者に対する医療提供及び

他の病院又は診療所に対する患

者紹介の実績の数を明らかにす

る帳簿

法

（注） 「診療に関する諸記録」欄には、個々の記録について記入する必要はなく、全体としての管理

方法の、概略を記入すること。



（様式例第7) 診療並びに病院の管理及び運嘗に関する諸記録の閲覧方法に関する書類

閲覧責任者氏名

閲覧担当者氏名

閲覧の求めに応じる場所

閲覧の手続の概要

前年度の総閲覧件数

関 覧 者 }.llj 

医師

歯科医師

地方公共団体

その他

i牛

件

件

｛牛

｛牛



（様式例第8) 委員会の開催の実績

、、

委員会の開催回数 回

委員会における議論の概要

、

（注） 委員会の開催回数及び議論の概要については、前年度のものを記載すること。



（様式例第9) 患者相談の実績

患者相談を行う場所 相談窓口・相談室・その他（

主として患者相談を行った者

（複数回答可）

患者相談件数 件

患者相談の概要

（注） 患者相談の概要については、相談内容を適切に分類し記載するとともに、相談に基づき講

じた対策等があれば併せて記載すること。また、個人が同定されないよう配慮すること。



（様式第 10)
その他の地域医療支援病院に求められる取組みに関する書類（任意）

1 病院の機能に関する第三者による評価

①病院の機能に関する第三者による評価の有無

・評価を行った機関名、評価を受けた時期

有・無

（注）医療機能に関する第三者による評価については、日本医療機能評価機構等による評価があるこ
と。

2 果たしている役割に関する情報発信

① 果たしている役割に関する情報発信の有無

・情報発信の方法、内容等の概要

有・無

無
一
要

有
一
概

の
一
の

同
『
』
－
闘
『
』

F
一
日
l

門
一
部
一
部

部
一
整
一
整

整
一
調
一
調

調
一
院
一
院

院
一
退
一
退

退
一
一
・

3
「①一 有・無

' 

4 地域連携を促進するための取組み

①地域連携クリテイカルパスの策定

－策定した地域連携クリテイカルパスの種類・内容

・地域連携クリテイカルパスを普及させるための取組み

有・無



（様式例第11)

番号

平成年月 日

都道府県知事殿

住所

申請者

氏名 印

00病院の地域医療実援病院の業務報告について

標記について、医療法第12条の2の規定に基づき、平成 年度の業務に関して報告します。

記

1 開設者の住所及び氏名

住所
T 

氏名

（注）開設者が法人である場合は、「住所」欄には法人の主たる事務所の所在地を、「氏名」欄には

法人の名称を記入すること。

2 名称

電話（

4 病床数

精神病床

床

療養病床 一般病床 合計

床 床 床 床



5 施設の構造設備

施設名 設備概要

集中治療室
（主な設備）

病床数 床

化学検査室 （主な設備）

細菌検査室 （主な設備）

病理検査室 （主な設備）

病理解剖室 （主な設備）

研究室 （主な設備）

講義室 室数 室 収容定員 人

図書室 室数 室 蔵所数 冊程度

救急用又は患者 （主な設備）

搬送用自動車 保有台数 4ロ~ 

医薬品情報管理室
［専用室の場合］ 床面積 町1• 

［共用室の場合］ 00室と共用

（注） 主な設備は、主たる医療機器、研究用機器、教育用機器等を記入すること。



（様式例第12）他の病院又は診療所から紹介された患者に対し医療を提供する体制が整備されている

ことを証する書類及び救急医療の提供実績

1 .地域医療支援病院紹介率及び地域医療支援病院逆紹介率

地域医療支援病院

紹介率
qも

算定

地域医療支援病院 期間
年 月 日～ 年 月 日

逆紹介率
% 

A ：紹介患者の数 人

算出

根拠
B ：初診患者の数 人

¢ 逆紹介患者の数 人

（注） 1 「地域医療支援病院紹介率」欄は、 AをBで除した数！こ100を乗じて、小数点以下第1位ま

で記入すること。

（注） 2 「地域医療支援病院逆紹介率」欄は、 CをBで除した数に100を乗じて、小数点以下第1位
まで記入すること。

（注） 3 それぞれの患者数については、前年度の延数を記入すること。



（様式例第13) 救急医療を提供する能力を有することを証する書類

1 重症救急患者の受入れに対応できる医療従事者の確保状況

No. 職種 氏 名 勤務の態様 勤務時間 備考

常勤 専従

非常勤 非専従

常勤 専従

非常勤 非専従

常勤 専従

非常勤 非専従

常勤 専従

非常勤 非専従

常勤 専従

非常勤 非専従

常勤 専従

非常勤 非専従

常勤 専従

非常勤 非専従

常勤 専従

非常勤 非専従

常勤 専従

非常勤 非専従

常勤 専従

非常勤 非専従

常勤 専従

非常勤 非専従

常勤 専従

非常勤 非専従

常勤 専従

非常勤 非専従

常勤 専従

非常勤 非専従

2 重症救急患者のための病床の確保状況

｜優先的に使用できる病床 I 
｜専用病床 ｜ 

（注） 一般病床以外の病床を含む場合は、病床区分ごとに記載すること。

同
↓
配

l



3 重症救急患者に必要な検査、治療を行うために必要な診療施設の概要

施設名 床面積 設 備 概 要 24時間使用の可否

m" （主な設備）

d、
町1• （主な設備）

m" （主な設備）

ni （主な設備）

打1• （主な設備）

4 備考

（注） 特定の診療科において、重症救急患者の受入体制を確保する場合には、その旨を記載すること。

既に、救急病院等を定める省令（昭和39年厚生省令第B号）に基づき都道府県知事の救急病院

の認定を受けている病院、救急医療対策の設備事業について（昭利52年7月6日付け医発第692
号厚生省医務局長通知）に基づき救急医療を実施しでいる病院にあっては、その旨を記載するこ

と。

5 救急医療の提供の実績

救急用文は患者輸送自動車により搬入した 人

救急患者の数 人）

上記以外の救急患者の数
人

人）

合計
人

人）

（注）それぞれの患者数については、前年度の延べ数を記入すること。

括弧内には、それぞれの患者数のうち入院を要した患者数を記載すること。

6 救急用又は患者輸送用自動車

救急用又は患者輸送用自動車

l
J
円」



（様式例第14）地域医療従事者による診療、研究又は研修のための利用（共同利用）のための体制が

整備されていることを証する書類

1 共同利用の実績

（注） 前年度において：共両陣Jj用を行った実績がある湯王子におし司、当該前奪度の「共同利用を’行つ？と室

療機関の延べ数、これらの医療機関のうち開設者と置接関係のない医療機関の延べ数、共同利用

に係る病床の病床利用率を明記すること。

2 共同利用の範囲等

（注） 当該病院の建物の全部若しくは一部、設備、器械文は器具のうち、共同利用の対象とする予定

のものを明記すること。

3 共同利用の体制

ア共同利用に関する規定の有無有・無

イ利用医師等登録制度の担当者氏名．

職 種：
（注） 共同利用に関する規定が有る場合には、当該規定の写しを添付すること。

4 登録医療機関の名簿

医療機関名 開設者名 住 所 主たる診療科名
地域医療支援病院開設者との経営上

の関係

注 当該病院と同ーの2次医療圏に所在する医療機関のみ記入すること。

｜常時共同利用可能な病床数



（様式例第15) 地域医療従事者の資質の向上を図るための研修を行わせる能力を有することの証明

1 研修の内容

2 研修の実績

( 1 ）地域の医療従事者への実施回数

(2)(1）の合計研修者数

（注） 1 研修には、当該病院以外の地域の医療従事者が含まれるものを記入すること。

（注） 2 ( 2）には、前年度の研修生の実数を記入すること。

3 研修の体制

ア研修プログラムの有無

イ 研修委員会設置の有無

ウ研修指導者

研修指導者氏名 職

有・無

有・無

種 診療科 役職等

（注） 教育責任者については、特記事項欄にその旨を記載すること。

臨床経験数 特記事項

年

年

年

年

年

年

年

年

回

人



4 研修実施のための施設及び設備の概要

施 設 名 床面積 設 備 概 要

rri' （主な設備）

rri' （主な設備）

打1, （主な設備）

町1, .（主な設備）

rri' （主な設備）



（様式例第16) 診療並びに病院の管理及び運営に関する諸記録の管理方法

｜管理責任者氏名

管理担当者氏名

保管場所 分 類 方 i去

診療に関する諸記録

病院日誌、各科診療日誌、処方せん、手

術記録、看護記録、検査所見記録、エック
， 

ス線写真、紹介状、退院した患者に係る入

院期間中の診療経過の要約

共同利用の実績

救急医療の提供の実績

地域の医療従事者の資質の向上

病院の管 を図るための研修の実績

理及び運

営に関す 閲覧実績

る諸記録

紹介患者に対する医療提供及び

他の病院又は診療所に対する患

者紹介の実績の数を明らかにす

る帳簿

（注） 「診療に関する諸記録」欄には、個々の記録について記入する必要はなく、全体としての管理

方法の概略を記入すること。



（様式例第17) 診療並びに病院の管理及び運営に関する諸記録の閲覧方法に関する書類

閲覧責任者氏名

閲覧担当者氏名

閲覧の求めに応じる場所

閲覧の手続の概要

前年度の総閲覧件数 ｛牛

医師 ｛牛

歯科医師 件
閲 覧 者 見lj

地方公共団体 ｛牛

その他 ｛牛



（様式例第18) 委員会の開催の実績

委員会の開催回数 回

委員会における議論の概要

（注） 委員会の隠催回数及び議論の概要については、前年度のものを記載すること。



（様式例第19) 患者相談の実緩

患者相談を行う場所 相談窓口・相談室・その他（

主として患者相談を行った者

（複数回答可）

患者相談件数 件

患者相談の概要

（注） 患者相談の概要については、相談内容を適切に分類し記載するとともに、相談に基づき講

じた対策等があれば併せて記載すること。また、個人が同定されないよう配慮すること。



（様式第 20)
その他の地域医療支援病院に求められる取組みに関する書類（任意）

1 病院の機能に関する第三者による評価

① 病院の機能に関する第三者による評価の有無 有・無

・評価を行った機関名、評価を受けた時期

（注）医療機能に関する第三者による評価については、日本医療機能評価機構等による評価があるこ
と。

2 果たしている役割に関する情報発信

① 果たしている役割に関する情報発信の有無

－情報発信の方法、内容等の概要

3 退院調整部門

①退院調整部門の有無

・退院調整部門の概要

4 地域連携を促進するための取組み

① 地域連携クリテイカルパスの策定

－策定した地域連携クリテイカルパスの種類・内容

・地域連携クリテイカルパスを普及させるための取組み

有・無

有・無

有・無



別紙2

「医療法の一部を改正する法律の一部の施行についてJ （平成5年2月 15日健政発第98号） （抄）

［新旧対照表］

（傍線部分は改正部分）

改正後 改正前

第一特定機能病院に関する事項 第一特定機能病院に関する事項
1 趣旨 1 趣旨

特定機能病院制度は、医療施設機能の体系化のー 特定機能病院制度は、医療施設機能の体系化のー
環として、高度の医療の提供、高度の医療技術の開 環として、高度の医療の提供、高度の医療技術の開
発及び評価並びに高度の医療に関する研修を実施す 発及び評価並びに高度の医療に関する研修を実施す
る能力を備え、かかる病院としてふさわしい人員配 る能力を備え、かかる病院としてふさわしい人員配
置、構造設備等を有するものについて特定機能病院 置、構造設備等を有するものについて特定機能病院
の名称を承認するものであること。 の名称を承認するものであること。
なお、がん、循環器疾患その他の国民の健康に重

大な影響のある疾患に関し、高度かっ専門的な医療
を提供する特定機能病院については、その他の特定

乍機能病院と異なる承認、要件を設定すること2

2 承認手続等 2 承認手続

( 1）特定機能病院の承認を受けようとする者は、 (1）特定機能病院の承認を受けようとする者は、

改正省令による改正後の医療法施行規則（昭和 改正省令による改正後の医療法施行規則（昭和

二十三年厚生省令第五十号。以下「新省令」と 二十＝年厚生省令第五十号。以下「新省令」と

いう。）第六条の＝第一項の規定により、同項 いう。）第六条の三第一項の規定により、問項

各号に掲げる事項を記載した承認申請書に同条 各号に掲げる事項を記載した承認申請書に同条

第二項各号に掲げる書類を添えて厚生労働大臣 第二項各号に掲げる書類を添えて厚生労働大臣

に提出するものであること。その際の承認申請 に提出するものであること。その際の承認申請

書及び添付書類の標準様式は様式第1～室主の 書及ひ添付書類の標準様式は様式第1～filの
とおりであること。 とおりであること。

( 2) （略） (2) （略）

( 3) 医療法施行規則の一部を改正する省令（平 (3) 新省全第六条のニ第一項第十号に規定する

成一十六年厚生労働省令第四十五号a 以下 f平 「紹介率の前年度の平均値」とは、新省令第九

成一十六年改正省令Jというg jによる改正後 条の二十第六号イに規定する算定式のそれぞれ

の医療法施行規則第六条の＝第一項第十号に規 の要素について、申請を行う年度の前年度の総

定する「紹介率の前年度の平均値」及び同項第 数をあてはめて算出する値を意味するものであ

十一号に規定する「逆紹介率の前年度の平均値｜ ること。ただし、平成五年度中の申請にあって

とは、それぞれ平成一十六年改正省令による改 は、申請前半年以内の丘意の数か月間（最低一

正後の医療法施行規則第九条の二十第一項第六 か月間）の平均値を用いても差し支えないもの

号イ及び第七号イに規定するそれぞれの要素に であることg また、平成六年度中の申請にあっ

ついて、申請を行う年度の前年度の総数をあて ては、平成五年十月以降の六か月間の平均値を

はめて算出する値を怠味するものであること。 用いても差し支えないものであることa

( 4）～（ 6) （略） ( 4）～（ 6) （路）

(7) 平成一十六年改正省令による改正後の医療 （新設）

法施行規則第六条の四第一項において葺み替え

られた同条第一項に規定する「アレルギー疾患

と内科とを組み合わせた名称」は注 「アレルギ

一疾患内科」又は「アレルギー科Jとすること2



」三L 平成二十六年改正省令による改正後の医療 l （新設）

法施行規則第六条の四第二項において読み替え

られた同条第一項に規定する「心臓と外科とを

組み合わせた名称l、 「血管と外科とを組み合

わせた名称！は、これらを併せて「心臓血管外

科｜とすることができること。この場合におい

て、 「心臓血管外科｜を標持していれば「心臓

と外科とを組み合わせた名称｜及び「血管と外

科とを組み合わせた名称j を標袴しているとい

主五よよL

斗旦L 平成二＋六年改正省令による改正後の医療

法施行規則第六条の四第五項の規定により標携

する診療科左して歯科を含まない特定機能病院

については、将来的にはより充実した歯科医療

体制を整備することが望まれること内

3 承認後の変更手続き I 3 承認後の変更手続き

( 1) 特定機能病院の開設者は、改正政令による

．改正後の医療法施行令（昭和二十三年政令第三

百二十六号。以下「新政令Jという。）第四条

の三の規定により、新省令第三条の二に規定す

る事項に変更があった場合には、－o以内にそ

の旨を厚生労働大臣に届け出なければならない

ものであること。その際の届出の様式は様式主主

主のとおりであること。

( 2) （略）

4 業務報告書

( 1) 特定機能病院の開設者は、新省令第九条の

二の二第一項各号に掲げる事項を記載した業務

報告書を毎年十月五日までに地方厚生（支）局

長に提出しなければならないものであること。。

その際の標準様式は第2から第7まで及び第 1

0のとおりであること。

(2）・（ 3) （略）

(4) 新省令第九条のこのこ第一項各号に掲げる

事項のうち、第六号に掲げる事項及び第五号に

掲げる事項のうち閲覧の実績については、業務

報告書を提出する年度の前年度の年間実績を報

告するものであること。ただし、平成二十六年

度中の業務報告における紹介率（平成二十六年

改正省令による改正後の医療法施行規則第九条

の二十第一項第六号イに規定する紹介率をい

う0 ）及び逆紹介率（同項第七号イに規定する

( 1) 特定機能病院の開設者は、改正政令による

改正後の医療法施行令（昭和二十三年政令第三

百二十六号。以下「新政令」とドう。）第四条

の三の規定により、新省令第三条の二に規定す

る事項に変更があった場合には、－0以内にそ

の旨を厚生労働大臣に届け出なければならない

ものであること。その際の届出の様式は様式；ai
Aのとおりであること。

( 2) （略）

4 業務報告書

( 1) 特定機能病院の開設者は、新省令第九条の

二の二第一項各号に掲げる事項を記載した業務

報告書を毎年十月五日までに地方厚生（支）局

長に提出しなければならないものであること。

その際の標準様式は筆2二重よ立のとおりであ

ることD

(2）・（ 3) （略）

( 4) 新省令第九条のこのこ第一項各号に掲げる

事項のうち、第一号、第二号、第三号及び第六

号に掲げる事項並びに第五号に掲げる事項のう

ち闘賞の実績については、業務報告書を提出す

る年度の前年度の年間実績を報告するものであ

ること。



逆紹介率をいう n ）の実績については、平成二

十六年四月以降の任意の数か月間（最低一か月

間）の平均値を用いても差し支えないものであ

るこじまた、当該実績が当該紹介率又はWI:紹

介率を満たしていない場合には、平成二十五年

度の年間実績における平成二十六年改正省令に

よる改正前の紹介率についても報告することの

( 5）・（6) （略）

( 7) 新省令第九条のこのこ第一項各号に掲げる事

項のうち、第六号、第八号及び第九号に掲げる事

項並びに第五号に掲げる事項のうち閲覧の実績に

ついては‘特定機能病院の承認後初めて行う業務

報告書の提出に当たっては、各年度の四月一日か

ら一O月五日までの聞に承認を受けた病院の場合

は報告を省略する取り扱いとし、各年度の－o月

六日から三月三一日までの聞に承認を受けた病院

の場合は報告書を提出する年度の前年度の承認後

の期間の実績を報告する取り扱いとするものであ

ること。また、各年度の四月一日から－o月五日

までの聞に承認を受けた病院が承認後二度目に行

う業務報告書の提出に当たっては、前記の事項に

ついては、報告書を提出する年度の前年度の承認

後の期間の実績を報告する取り扱いとするもので

あること。

( 8) （略）

斗旦L この省令の施行の際現に医療法第四条の二

第一項の規定による承認を受けている特定機能

病院であってその診療科名中に平成二十六年改

正省令による改正後の医療法施行規則第六条の

四の規定に基づく診療科名を含まないものにつ

いては、当該診療科名の診療を開始するための

計画を記載した書類を提出した場合に限り、平

成三十一年四月一日までの聞（当該計画に基づ

き当該診療科名を全て含むこと左なった場合に

は 当該必要な診療科名を全て含むこととなっ

たときまでの間）は、なお従前の例による自そ

の際の作成様式は、様式第8のとおりであるこ

よι

(5）・（ 6) （略）

(7) 新省令第九条のこのこ第一項各号に掲げる事

項のうち、第一号、第二号、第三号、第六号、第

八号及び第九号に掲げる事項並びに第五号に掲げ

る事項のうち閲覧の実績については、特定機能病

院の承認後初めて行う業務報告書の提出に当たっ

ては、各年度の四月一日から－o月五日までの間

に承認を受けた病院の場合は報告を省略する取り

扱いとし、各年度の一O月六日から三月三一日ま

での聞に承認を受けた病院の場合は報告書を提出

する年度の前年度の承認後の期間の実績を報告す

る取り扱いとするものであること。また、各年度

の四月一日からー0月五日までの聞に承認を受け

た病院が承認後二度目に行う業務報告書の提出に

当たっては、前記の事項については、報告書を提

出する年度の前年度の承認後の期間の実績を報告

する取り扱いとするものであること。

( 8) （略）

（新設）

」盟L この省令の施行の際現に医療法第四条の二｜ （新設）

第一項の規定による承認を受けている特定機能

病院であって平成二十六年改正省令による改正

後の医療法施行規則第二十二条の二第一項第一



号に規定する医師の配置基準数（以下この項に

おいて「基準数！とし、う。）の半数以上が同条

第三項の専門の医師でないものについては、当

該専門の医師を基準数の半数以上置くための計

画を記載した書類を提出した場合に限り、平成

三十一年四月一日までの間（当該計画に基づき

当該専門の医師を基準数の半数以上置くことと

なった場合には、当該専門の医師を基準数の半

数以上置いたときまでの間）は、なお従前の例

によるn その際の作成様式は、様式第8のとお

立主主ゑ三よ♀

5 管理者の業務遂行方法

(1）～（ 3) （賂〉

( 4) 医療法施行規則の一部を改正する省令（平

成十六年厚生労働省令第百二号。以下 f平成十

六年改正省令Jという。）による改正後の医療

法施行規則第九条の二十第二号イに規定する

「特定機能病院以外の病院以外では通常提供す

ることが難しい診療に係る技術の研究及び開発

を行うことj とは、当該特定機能病院に所属す

る医師等の行う研究が、国若しくは地方公共団

体又は一般社団法人及び一般財団法人に関する

法手言及び公益社団法人及び公益財団法人の認定

等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等

に関する法律（平成十八年法律第五十号）によ

る改正前の民法（明治二十九年法律第八十九号）

第三十四条の規定に基づき設立された法人若し

くは一般社団法氷及び一般財団法人に関する法

律（平成十八年法律第四十八号）の規定に基づ

き設立され、公益社団法人及び公益財団法人の

認定等に関する法律（平成十八年法律第四十九

号）第四条の認定を受けた法人から補助金の交

付又は委託を受けたものであること並びに当該

特定機能病院に所属する医師等が発表した翠蓋

主よゑ論文の数が年間主土生以上であること丞

び次に掲げる基準を満たすことを意味するもの

であること。この通知の施行の際現に医療法第

四条の二第一項の規定による承認を受けている

特定機能病院であって、当該特定機能病院に所

属する医師等が発表した英語による論文の数が

年間七十件以上でないものについてはム当該英

語による論文の数が七十件以上となるまでの計

5 管理者の業務遂行方法

( 1）～（ 3) （略）

(4) 医療法施行規則の一部を改正する省令（平

成十六年厚生労働省令第百二号。以下「平成十

六年改正省令」という。）による改正後の医療

法施行規則第九条の二十第二号イに規定する

「特定機能病院以外の病院以外では通常提供す

ることが難しい診療に係る技術の研究及び開発

を行うごと」とは、当該特定機能病院に所属す

る医師等の行う研究が、国若しくは地方公共団

体又は一般社団法人及び一般財団法人に関する

法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定

等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等

に関す石法律（平成十八年法律第五十号）によ

る改正前の民法（明治二十九年法律第八十九号）

第三十四条の規定に基づき設立された法人若し

くは一般社団法人及び一般財団法人に関する法

律（平成十八年法律第四十八号）の規定に基づ

き設立され、公益社団法人及び公益財団法人の

認定等に関する法律（平成十八年法律第四十九

号）第四条の認定を受けた法人から補助金の交

付又は委託を受けたものであること亙笠当該特

定機能病院に所属する医師等が発表した論文の

数が年間亘佳以上であることを意味するもので

あること。



画を記載した書類を提出した場合に限り、平成

三十一年四月一日までの問（当該計画に基づき

当該英語による論文の数が七十件以上となった

場合には、当該英語による論文の数が七十件以

上となったときまでの間）は、なお従前の例に

よる（その際の作成様式は、様式第8の左おり

であること） 0 なお、 「英語による論文｜とは、

筆頭著者の所属先が当該特定機能病院である論

文であり、査読のある学術雑誌に掲載された私

のに限る私のであること内ただし、実態上、当

該特定機能病院を附属している大学の講座等と

当該特定機能病院の診療科が同ーの組織として

活動を行っている場合においては、筆頭著者の

所属先が大学の当該講座等であって弘、論文の

数の算定対象に含めるものであること（筆頭著

者が当該特定機能病院に所属している場合に限

ゑよ」ー
ア 臨床研究の実施又は継続の適否その他臨床

研究に関し必要な事項について、被験者の人

間の尊厳、人権の尊重その他の倫理的観点及

び科学的観点から調査審議するための倫理審

査委員会が設置されていること。

イ 利益相反（Conflictof Interest ：以下「C

OIJ !::: ~、うの）の管押に関する規定の策定、 C

or委員会の設置など、 COIの管理について滴

切な措置を講じていること《

立院内の医療従事者に対して臨床研究の倫理

に関する講習その他必要な教育を受けること

を確保するために必要な措置を講じているこ

よL

(5) （略）

(6) 平成二十六年改正省令による改正後の医療

法施行規則第九条の二十第一項第三号に規定す

る「高度の医療に関する臨床研修（医師法（昭

和二十三年法律第二百一号）第十六条の二第一 l

項及び歯科医師法（昭和二十三年法律第二百二

号）第十六条の二第一項の規定によるものを除

く。）を適切に行わせること」とは、医師法及

び歯科医師法の規定による臨床研修を修了した

医師及び歯科医、師に対する専門的な研修を実施

することを意味するものであり、盗巳鍾立益基

準を満たすこと。また、医師、歯科医師弘盆!!2

( 5) （略）

( 6) 平成十六年改正省令による改正後の医療法

施行規則第九条の二十第三号に規定する「高度

の医療に関する臨床研修（医師法（昭和二十三

年法律第二百一号）第十六条の二第一項及ひ商

科医師法（昭和二十三年法律第二百二号）第十

六条の二第一項の規定によるものを除く。）を

適切に行わせることJとは、医師法及び歯科医

師法の規定による臨床研修を修了した医師及び

歯科医師に対する専門的な研修を実施すること

を意味するものであり、当該専門的な研修を受

ける医師及び歯科医師の数が、年間平均三十人



医療従事者についても、研修プログラム等を作

成して、高度な医療等に関する研修を行うこ左

が望まれること内特に、高度な医療の提供に当

たっては、業務が適切に管理されていることが

求められるため、医師及び歯科医師を含めた全

ての医療従事者に対して業務の管理に関する研

修を行うことが望まれること。

ill 当該専門的な研修を受ける医師及び歯科医

師の数が、年間平均三十人以上であることn

皇平成二十六年改正省令による改正後の医療

法施行規則第六条の四第一項に規定する診療

科ごとに、研修プログラムを管理し、研修争

統括する者（以下「研修統括者j という。）

主量~
＠.研修統括者は、担当する診療領域における

臨床経験を十年以上有していることn

( 7) （略）

( 8) 平成二十六年改正省令による改正後の医療

法施行規則第九条の二十第一項第四号に規定す

る「診療並びに病院の管理及び運営に関する諸

記録の管理に関する責任者及ひ’担当者」は、重

任の者を配置することが望ましいこと。

(9) 諸記録の管理方法は、病院の実情に照らし

適切なものであれば、必ずしも病院全体で集中

管理する方法でなくとも差し支えないものであ

ること。ただし、診療録を病院外に持ち出す際

に係る指針の策定等の適切な管理を行うことの

また、分類方法についても、病院の実情に照ら

し、適切なものであれば差し支えないものであ

ること。

(10）・（11) （略）

(12) 平成二十六年改正省令による改正後の医療

法施行規則第九条の二十第一項第六号イに規定

する「紹介患者の数j、 「救急用自動車によっ

て搬入された患者の数｜及び「初診の患者の数l

の値は、それぞ、れ、次のものを指すものである

三主ι

盗企墨主2整：初診の患者のうち、他の病院又

は診療所から紹介状により紹介

されたものの数（次の①及び②

の場合を含む。）

①紹介元である他の病院又は

以上であることn

( 7) （略）

( 8) 新省令第九条の二十第四号に規定する「診

療並びに病院の管理及び運営に関する諸記録の

管理に関する責任者及び担当者Jは、茎墾笠適

切に実施されていれば、必ずしお専任の者でな

く2::l＞差し支えないものであるこ土。

( 9) 諸記録の管理方法は、病院の実情に照らし

適切なものであれば、必ずしも病院全体で集中

管理する方法でなくとも差し支えないものであ

ること。また、分類方法についても、病院の実

情に照らし、適切なものであれば差し支えない

ものであること。

(10）・（11) （略）

(12) 新省令第九条の二十第六号イに規定する紹

介率にいうA、B、C及びDの値は、次のもの

を指すものであることの

ム・初診患者のうち、他の病院又は診療所から

紹介状により紹介されたものの数（次の①

及び②の場合を含む。）

①紹介元である他の病院又は診療所の医



診療所の医師からの電話情報

により、特定機能病院の医師

が紹介状に転記する場合

②他の病院、診療所等におけ

る検診の結果、精密検診を必

要とされた患者の精密検診の

ための受診で、紹介状又は検

査票等に、紹介目的、検査結

果等についての記載がなされ

ている場合（①と同様、電話

情報を特定機能病院の医師が

転記する場合を含む。）

救急用自動車によって搬入された患者の数．

地方公共団体又は医療機関に

所属する救急自動車により搬

入された初診の患者の数ー鑑

入された時間は問わない＂ ) 

初診の黒者の数：患者の傷病について医学的

に初診といわれる診療行為

があった患者の数（休日文

は夜間に受診した患者及び

自他覚的症状がなく健康診

断を目的とする当該病院の

受診により疾思が発見され

た患者について特に治療の

必要性を認めて治療を開始

した患者を除し）

師からの電話情報により、特定機能病院

の医師が紹介状に転記する場合

②他の病院、診療所等における検診の結

果、精密検診を必要とされた患者の精密

検診のための受診で、紹介状又は検査票

等に、紹介目的、検査結果等についての

記載がなされている場合（①と同様、霞

話情報を特定機能病院の医師が転記する

場合を含む。）

B：特定機能病院の医師が、紹介状により他の

病院又は診療所に紹介した患者の数（次の

①及び②の場合を含むロ）

皇当該特定機能病院での診療を終えた患

者を、電話情報により他の病院文は診療

所に紹介し、紹介した特定機能病院の医

師において、紹介目的等を診療録等に記

輩主ゑ量全
卑他の病院又は診療所から紹介され、当

該特定機能病院での診療を終えた患者を l

紹介元である他の病院又は診療所に返書

により紹介する場合（①と同様、電話情

報による場合を含む内）

c 地方公共団体又は医療機関に所属する救急

自動車により搬入された初診患者の数

旦：初診患者の総数

」ill_ 平成二十六年改正省令による改正後の医療｜ （新設）

法施行規則第九条の二十第一項第七号イに規定



する「他の病院文は診療所に紹介した東者の数j

及び「初診の患者の数1の値は、それぞれ、特

定機能病院の医師が、紹介状により他の病院文

は診療所に紹介Lた患者の数（次に掲げる場合

を含むn ）及び患者の傷病について医学的に初

診左いわれる診療行為があった患者の数（休日

又は夜間に受診した患者及び自他覚的症状がな

く健康診断を目的とする当該病院の受診により

余患が発見された患者について特に治療の必要

性を認めて治療を開始した患者を除く n ）を指

す弘のであることn

ア 当該特定機能病院での診療を終えた患者

を、電話情報により他の病院文は診療所に紹

介し、紹介した特定機能病院の医師において、

紹介目的等を診療録等に記載する場合

ごL他の病院又は診療所から紹介され、当該特

定機能病院での診療を終えた患者を紹介元で

ある他の病院文は診療所に返書により紹介す

る場合（ア左同様に電話情報による場合を含

主,_J_

（削除）

」旦L (12）及び（13）において、 「休日｜とは

日曜日、国民の祝日に関する法律（昭和二十三

年法律第百七十八号）第三条に規定する休日、

一月二日及び三日並びに十二月二十九日、三十

日及び三十一日をいい、 「夜間1cは、午後六

時から零日の午前八時まで（土曜日の場合は、

正午以降）をいうものであることn

」旦L (12）及び（13）において、紹介状には、

紹介思者の氏名、年齢、性別、傷病名又は紹介

目的、紹介元医療機関名、紹介元医師名、その

他紹介を行う医師において必要と認める事項を

記載しなければならないものであること。なお、

紹介状の様式としては、診療報酬点数表におい

て診療情報提供料を算定する場合の所定の文書

として定められている様式を用いることが望ま

しいものであること。

」UL 前記（l~）において「初診患者！とは、診

療報酬点数表において初診時基本診療料若しく

は紹介患者初診時基本診療料又は初診料若しく

は紹介患者初診料を算定することができる患者

及び社会保険診療以外の患者のうちこれに相当

する患者をいうものであること白

（新設）

」旦L 並宣斗fil_において、紹介状には、紹介患

者の氏名、年齢、性別、傷病名又は紹介目的、

紹介元医療機関名、紹介元医師名、その他紹介

を行う医師において必要と認める事項を記載し

なければならないものであること。なお、紹介

状の様式としては、診療報酬点数表において診

療情報提供料を算定する場合の所定の文書とし

て定められている様式」益基笈112_を用いるこ

とが望ましいものであること。



」lfil_ 平成二十六年改正省令による改正後の医療

法施行規則第九条の二十第一項第六号ロに規定

する紹介率に係る年次計画については、計画期

間経過後になお紹介率が五ill主に達していない

場合は、五ill主に達するまで、引き続き年次計

画を作成し、前の年次計画の計画期間終了後速

やかに厚生労働大臣に提出しなければならない

ものであること。その際の作成様式は、様式盆

8のとおりであること。

斗立L 承認当初において紹介率が主♀込以上であ

った病院が、その後に紹介率が主Q単に満たな

くなった場合にあっては、 i堕Lに準じ、主♀2生
に満たなくなった年度の次年度からの年次計画

を作成し、厚生労働大臣に提出しなければなら

ないものであること。

」通L ＜路）

」ょ＆＿仮に、紹介率に係る五年間の年次計画書が

達成されない場合であっても、紹介率を向上さ

せるために合理的な努力を行ったものと認めら

れる場合には直ちに特定機能病院の承認の取り

消しを行うことは想定されない卒、のであり、そ

の際の具体的な取り扱いについては、社会保障

審議会の煮見を聴いて定めるものであることn

」~平成二十六年改正省令による改正後の医療

法施行規則第九条の二十第一項第七号ロに規定

す.:s・逆紹介率に係る年次許函については、計画

期間経過後になお逆紹介率が四0%に達してい

ない場合は、四0%に津するまで、引き続き年

次計画を作成し、前の年次計画の計画期間終了

後涼やかに厚生労働大臣に提出しなければなら

ないものであること。その際の作成様式は、様

式第8のとおりであることの

_J_ill__ 新省令第九条の二十第六号ロに規定する紹

介率［；＇.！：係る年次計画については、計画期間経過

後になお紹介率が二♀単に達していない場合 F

は、二Q単に達するまで、引き続き主主主担五

年間にー0%引き土げる年次計画を作成し、前

の年次計画の計画期間終了後速やかに厚生労働

大臣に提出しなければならないものであるこ

と。その際の作成様式は、様式運工のとおりで

あること。

」旦L承認当初において紹介率が三♀盤以上であ

った病院が、その後に紹介率が二♀単に満たな

くなった場合にあっては、並filLilll_に準じ、

二ill主に満たなくなった年度の次年度からの年

次計画を作成し、厚生労働大臣に提出しなけれ

ばならないものであること。

」立L ＜略）

」よ宣L 仮に、紹介率に係る五年間の年次計画書が

達成されない場合であっても、紹介率を向上さ

せるために合理的な努力を行った色のと認めら

れる場合には直ちに特定機能病院の承認の取り

消しを行うこととは想定されないものであり、

その場合には、引き続き、三年間を計画期聞と

する年次計画を作成して厚生労働大臣に提出し

なければならないものであることのその際の具

体的な取り扱いについては、社会保障審議会の

意見を聴いて定めるものであること。

（新設）

」主L 承認当初において渉紹介率が四0%以上で｜ （新設）

あった病院が、その後に渉紹介率が四0%に満

たなくなった場合にあっては、 (20）に準じ、

四0%に満たなくなった年度の次年度からの年

次計画を作成し、厚生労働大臣に提出しなけれ

ばならないものであることn

斗笠L 苦言紹介率に係る年次計画書は、正本一頭、 I 噺設）



国l本一通を厚生労働省医政局総務課に送付する

ものであること。

」笠L 仮に、逆紹介率に係る五年間の年次計画書｜ （新設）

が達成されない場合であっても、逆紹介率を向

上させるために合理的な努力を行ったものと認

められる場合には直ちに特定機能病院の承認の

取り消しを行うことは想定されない恥のであ

り、その際の具体的な取り扱いについては、社

会保障審議会の意見を聴いて定めるものである

よよL

」坐L ＜略） ' 

（削除）

」盟L ＜略）

」~特定機能病院においては、その有する能力

に鑑み、救急患者に対して必要な医療を提供す

る体制が確保されていることが望ましい私ので

主ゑ主主L

」＆特定機能病院については、 f高度の医療の｜ （新設）

提供1、 「高度の医療技術の開発及び評価1及

び f高度の医療に関する研修｜の三つの機能に

ついて専門性の高い対応を行う観点から、次に

掲げる取組を行うことが望ましいものであるこ

よL

ア 良質な医療を提供するための取組をよりー

層高めていくために、病院の機能について広

域を対象とした第三者による評価を受けてい

益三主L

こL住民及び患者が医療機関を滴切に選択でき

るよう、その果たしている役割を地域住民に

対して、適切に情報発信することn

立複数の診療科が連携して対応に当たる体制

主査主ゑよよA

6 人員配置

(1）～（ 9) （略）

」lQL平成二十六年改正省令による改正後の医療

法施行規則第二十二条の二第三項に規定する専

門の医師については、 「広告が可能な医師等の

専門性に関する資格名等について｜ （平成十九

年六月十八日付け医政総発O六一八00一号医

政局総~;f9';課長通知）の別紙において広告するこ

左が可能とされている「整形外科専門医l、f皮

膚科専門医｜、 「麻酔科専門医1、 「放射線科

専門医l、f眼科専門医j、「産婦人科専門医｜、

「耳鼻咽喉科専門医｜、 「泌尿器科専門医｜、

6 人員配置

(i）～（ 9) （略）

（新設）



「総合内科専門医｜、 「外科専門医1、 「救急

科専門医！、 「小児科専門医｜、 「脳神経外科

専門医l文は「精神科専門医Jを指すものであ

笠主主L

7 （略） 7 （略）

8 特定の領域に関し高度かっ専門的な医療を提供す｜ （新設）

る特定機能病院

がん、循環器疾東その他の国民の健康に重大な影

響のある疾患に関し、高度かっ専門的な医療を提供

する特定機能病院の承認等に際しては、 2から7ま

でのほか、次に掲げるとおりとするこじなお、次

に掲げる事項に関連する 2から 7までの一部の事項

については滴用しないこととすることn

」ょL 標携する診療科については、平成二十六年

改正省令による改正後の医療法施行規則第六条

の四第四項の規定によるものとすることn

斗主L 平成二十六年改正省令による改正後の医療

法筋行規則I第九条の二十第一項第一号イに規定

する「特定機能病院以外の病院では通常提供す

ることが難しい診療Iは、 5の（ 1）に記載さ

れている事項に加え、特に先駆的な診療（他の

医療機関ではあまり実施されておらず、既存の

治療方法では十分な治療を行うことが困難な患

者について高い治療効果が期待される治療等）

を行っている恥のとするこ ！－： ; n この通知の施行

の際現に医療法第四条の二第一項の規定による

承認を受けている特定機能病院であって、特に

先駆的な診療を行っていないものについては、

特に先駆的な医療の実旅に係る許薗を記載した

書類を提出した場合に限り、平成二十九年四月

一日までの問（当該計画に基づき、特に先駆的

な医療を実施した場合には、特に先駆的な診療

を実施するまでの間）は、なお従前の例による。

」三L 平成二十六年改正省令による改正後の医療

法施行規則第九条の二十第一項第三号に規定す

る「高度の医療に関する臨床研修（医師法（昭

和二十三年法律第二百一号）第十六条の二第一

項及び歯科医師法（昭和二十三年法律第二百二

号）第十六条の二第一項の規定によるものを除

く。）を滴切に行わせること lは、 5の（6)

に記載されている事項に加え、日本全国の医療

機関に勤務する医療従事者を対象とした専門的



な人材育成を行う恥のとすることの

斗生L 平成二十六年改正省令による改正後の医療

法施行規則第九条の二十第一項第六号イに規定

する紹介率及び同項第七号イに規定する逆紹介

率については、同条第二項の規定により、それ

ぞれ、人0%以上、六0%以上とするこ左内

斗豆L 平成二十六年改正省令による改正後の医療

法施行規則第六条の四第一項に規定する診療科

のうち、標務を行っている診療科ごとに、研修

統括者を配置すること向

」立L その有する能力に鑑み、救急患者に対して

必要な医療を提供する体制が確保されているこ

とが望ましいものであることの

~ （略） 8 （略）



（様式第 1)

番 号
平成年月日

厚生労働大臣 殿

開設者名 （印）

00病院の特定機能病院の名称、の承認について

標記について、医療法（昭和 23年法律第205号）第4条の2第1項の規定に基づき、次のとおり承

認方申請します。
ョιu
z＝ロ

1 開設者の住所及び氏名
｜住所｜ 〒

l氏名 l
（注） 開設者が法人である場合は、 「住所」欄には法人の主たる事務所の所在地を、 「氏名」欄には

法人の名称を記入すること。

2 名称

所一場一の一在一所一

＝T

一

q
o
r
i－
－
I
l
l
1
1
1
1
L
 

電話（

4 診療科名
4-1標携する診療科名の区分

1医療法施行規則第六条の四第一項の規定に基づき、十六診療科名すべてを標傍
2医療法施行規則第六条の四第四項の規定に基づき、がん、循環器疾患等の疾患に関し、高度か

っ専門的な医療を提供する特定機能病院として、十以上の診療科名を標務
（注） 上記のいずれかを選択し、番号にO印を付けること。

4-2標桟している診療科名
(1) 内科

内科 有 ． 生盛
内科と組み合わせた診療科名等
1 2 3 4 5 6 7 

8 9 10 11 12 13 14 

診療実績

（注） 1 「内科」欄及び「肉科と組み合わせた診療科名等」欄については、標携している診療科名に
ついて記入すること。

（注） 2 「リウマチ科j及び「アレルギー科」についても、 「内科と組み合わせた診療科等」楠に記
入すること。

（注） 3 「診療実績」欄については、医療法施行規則第六条の四第三項の規定により、他の診療科で
医療を提供している場合に記入すること。



(2) 外科

外科 有 ． 無
外科と組み合わせた診療科名
1 2 3 4 5 6 7 

8 9 10 11 12 13 14 

診療実績

（注） 1 「外科J欄及び「外科と組み合わせた診療科名J欄については、標祷している診療科名につ

いて記入すること。
（注） 2 「診療実績」欄については、医療法施行規則第六条の四第三項の規定により、他の診療科で

医療を提供してーいる場合に記入すること。

(3) その他の標携していることが求められる診療科名
l精神科 2小児科 3整形外科 4脳神経外科 5皮膚科 6泌尿器科 7産婦人科
8産科 9婦人科 10眼科 II耳鼻咽喉科 12放射線科 13放射線診断科
14放射線治療科 15麻酔科 16救急科

（注） 標楊している診療科名の番号I二O印を付けること。

(4) 歯科

歯科 有 ． 無
歯科と組み合わせた診療科名
1 2 3 4 5 6 7 

歯科の診療体制

（注） 1 「歯科」欄及び「歯科と組み合わせた診療科名」欄については、標携している診療科名につ
いて記入すること。

（注） 2 「歯科の診療体制」欄については、医療法施行規則第六条の四第五項の規定により、標携し
ている診療科名として「歯科Jを含まない病院については記入すること。

(5) (I）～（4）以外でその他に標携している診療科名

1 2 3 4 5 6 7 

8 9 10 11 12 13 14 

15 16 17 18 19 20 21 

(i主） 標祷している診療科名について記入すること。

5 病床数

精 神 結核 療養 一般
合計床｜



6 医師、歯科医師、薬剤師、看護師及び准看護師、管理栄養士その他の従業者の員数
（平成年月

職種｜常勤｜非常勤｜合計｜職種 ｜員数｜職 種

医 師｜ 人｜ 人｜ 人｜看護補助者｜ 人｜診療エックス線
技師

一歯科医ー両l 一一－－－~，q 一一一－:AT一一－－ A「通手長雇主1・F --;;_-r偏）一局面扇蚕長－，T______ A 
！師

一長引一一前一一1一一一 丈「－－－－－-:AT一一一－－Al存蚕辰五王－r-------AI踏 i荷主語蚕長 1----A 
i師

？色白健 哩J－－－－－－－~J ____ AL _______ ~［＿想ー塑ー割ー穣．主 l一一一一主l _:_t ＿＿＿＿り一一位l_____ A 
助 産 師｜ 人｜ 人｜ 人｜義肢装具士｜ 人｜あん車マッサージ指圧師｜ 人

看護師｜ 人｜ 人｜ 人l臨床工学技師｜ 人｜医療社会事業従｜ 人

事者
准看護師｜ 人｜ 人｜ 人｜栄 養 士｜ 人｜その他の技術員｜ 人

歯科衛生士｜ 人｜ 人｜ 人｜歯科技工士｜ 人｜事務職員｜ 人
管理栄養士 I. 人｜ 人｜ 人｜診療放射線技師｜ 人｜その他の職員｜ 人

（注） 1 申請前半年以内のある月の初めの日における員数を記入すること。
2 栄養士の員数には、管理栄養士の員数は含めないで記入すること。

3 「合計」欄には、非常勤の者を当該病院の常勤の従事者の通常の勤務時間により常勤換算した
員数と常勤の者の員数の合計を小数点以下2位を切り捨て、小数点以下 1位まで算出して記入
すること。それ以外の欄には、それぞれの員数の単純合計員数を記入すること。

問
一
円
一
人

7 専門の医師数 （平成年月 日現在）

専門医名 人数 専門医名 人数
総合内科専門医 人 眼科専門医 人

外科専門医 人 耳鼻咽喉科専門医 人

精神科専門医 人 放射線科専門医 人

小児科専門医 人 脳神経外科専門医 人

皮膚科専門医 人 整形外科専門医 人

泌尿器科専門医 人 麻酔科専門医 人

産婦人科専門医 人 救急科専門医 人

合計 人

（注） 人数にl立、非常勤の者を当該病院の常勤の従事者の通常の勤務時間により常勤換算した
員数と常勤の者の員数の合計を小数点以下 1位を切り捨て、整数で算出して記入すること。

8 前年度の平均の入院患者、外来患者及び調剤の数

歯科、矯正歯科、小児歯科及び歯科口腔外科の前年度の平均の入院患者及び外来患者の数

歯科等以外 歯科等、 d口"- 計

1日当たり平均入院患者数 人 人 人

1日当たり平均外来患者数 人 入 人
1日当たり平均調剤数 弗j

必要医師数 人

必要歯科医師数 人

必要薬剤師数 人

必要（准）看護師数 人

（注） 1 「歯科等」欄には、歯科、矯正歯科、小児歯科及び歯科口腔外科を受診した患者数を、 「歯
科等以外」欄にはそれ以外の診療料を受診した患者数を記入すること。
2 入院患者数は、年間の各科別の入院患者延数（毎日の24時現在の在院患者数の合計）を暦日
で除した数を記入すること。
3 外来患者数は、年間の各科別の外来患者延数をそれぞれ病院の年間の実外来診療日数で除し



た数を記入すること。

4調亮l数は、年聞の入院及び外来別の調剤延数をそれぞれ暦日及び実外来診療回数で除した数

を記入すること。

5 必要医師数、必要歯科医師数、必要薬剤師数及び必要（准）看護師数については、医療法

施行規則第二十二条の二の算定式に基づき算出すること。

9 施設の構造設備

施設名 床面積 主要構造 設 備 概 要

集中治療室 m ヲ 病 床数 床 ，じ、 電 計 i有・無

人工呼吸装置：有・無 心細動除去装置 ：有・無

その他町並急車生装置 i有・無 ペースメーカー i有・無

無菌病室等 ［固定式の場合］ 床面積 m2  病床数 床

［移動式の場合］ 台数 ぷロ」、

医薬品 ［専用室の場合］ 床積 m2  

情報管理室 ［共用室の場合］ 共用する室名

化学検査室 m2  （主な設備）

細菌検査室 町12 （主な設備）

病理検査室 m2  （主な設備）

病理解剖室 m2  （主な設備）

研究室 m2  （主な設備）

講義室 m2  室数 室 収容定員 人

図書室 ロ1ヲ 室数 室 蔵書数 冊程度

（注） 1 主要構造には、鉄筋コンクリート、簡易耐火、木造等の別を記入すること。

2 主な設備は、主たる医療機器、研究用機器、教育用機器を記入すること。

10 紹介率及び逆紹介率の前年度の平均値

算定期間 平成年月 日～平成年月 日

紹介率 % 逆紹介率｜ % 
算 A ：紹 介 患 者 の 数 人
出 B：他の病院又は診療所に紹介した患者の数 人
根 C：救急用自動車によって搬入された患者の数 人
拠 D ：初 診 の 患 者 の 数 人

（注） 1 「紹介率」欄は、 A、Cの和をDで除した数に 100を乗じて小数点以下第 1位まで記入する

こと。
2 「逆紹介率」欄は、 BをDで除した数に 100を乗じて小数点以下第 1位まで記入すること。

3 A、B、C、Dは、それぞれの前年度の延数を記入すること。



（様式第2)

高度の医療の提供の実績

1承認を受けている先進医療の種類（注1）及び取扱患者数

先 進医療の種類 取扱患者数

（注） 1「先進医療の種類」欄には、厚生労働大臣の定める先進医療及び施設基準（平成二十年厚生労働省告示

第百二十九号）筆二各号に掲げる先進医療について記入すること。

（注） 2「取扱患者数J欄には、前年度の年間実患者数を記入すること。

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

J¥. 

人

人

人

人

人

人



（様式第2)

高度の医療の提供の実績

2承認を受けている先進医療の種類（注1)及び取扱患者数

先進医療の種類 取扱患者数

（注） 1「先進医療の種類J欄には、厚生労働大臣の定める先進医療及び施設基準（平成二十年厚生労働省告示

第百二十九号）筆三各号に掲げる先進医療について記入すること。

（注） 2「取扱患者数」欄には、前年度の年間実患者数を記入すること。

人

人

人

人

人

人包

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人



（様式第2)

高度の医療の提供の実績

3その他の高度の医療

’医療技術名｜ ｜取扱患者数 l 人

当該医療技術の概要

医療技術名｜ ｜取扱患者数｜ 人

当該医療技術の概要

医療技術名｜ ｜取扱患者数｜ 人

当該医療技術の概要

医療技術名 l l取扱患者数！ 人

当該医療技術の概要

医療技術名｜ ｜取扱患者数｜ 人

当該医療技術の概要

医療技術名｜ ｜取扱患者数｜ 人

当該医療技術の概要

医療技術名｜ 1取扱患者数 l 人

当該医療技術の概要

医療技術名｜ ｜取扱息者数｜ 人

当該医療技術の概要

（注） 1当該医療機関において高度の医療と判断するものが他にあれば、前年度の実績を記入すること。

（注） 2 医療法施行規則第六条の四第四項の規定に基づき、がん、循環器疾患等の疾患に関し、高度かつ専門的な医
療を提供する特定機能病院として十以上の診療科名を標携する病院については、他の医療機関での実施状況を含め、
当該医療技術が極めて先駆的であることについて記入すること（当該医療が先進医療の場合についても記入すること）。



（様式第2)

高度の医療の提供の実績

4特定疾患治療研究事業対象疾患についての診療

疾 患 名 取扱患者数 疾 患 名 取扱患者数

・ベーチェット病 人 －膿痘性乾癖 人

・多発性硬化症 人 －広範脊柱管狭窄症 人

－重症筋無力症 人 －原発性胆汁性肝硬変 人

－全身性ェpァマトーデ、ス 人 －重症急性勝炎 人

－スモン 人 －特発性大腿骨頭壊死症 人

・再生不良性貧血 人 ・混合性結合組織病 人

－サ／レコイドーシス 人 ・原発性免疫不全症候群 人

・筋萎縮性側索硬化症 人 ・特発性間質性肺炎 人

－強皮症，皮膚筋炎及び多発性筋炎 人 －網膜色素変性症 人

・特発性血小板減少性紫斑病 人 ・プリオン病 人

－結節性動脈周囲炎 人 －肺動脈性肺高血圧症 人

・i賞蕩性大腸炎 人 ・神経線維腫症 人

－大動脈炎症候群 人 . !If急性硬化性全脳炎 人

・ピュノレガー病 人 ・パッド・キアリ（BuddーChiari）症候群 人

－天癌搭 人 －慢性血栓塞栓性肺両血圧症 人

・脊髄小脳変性症 人 －ライソゾーム病 人

－クローン病 人 ・畠lj腎白質ジストロフィー 人

－難治性の肝炎のうち劇症肝炎 人 －家族性高コレステローノレ血症（ホモ接合体） 人

－悪性関節リウマチ 人 ・脊髄性筋委縮症 人

・パーキンソン病関連疾患（進行性核上性麻棒、
人

－球脊髄性筋委縮症 人
大脳皮質基底核変性症及びパーキンジン病） ・慢性炎症性脱髄性多発神経炎 人

－アミロイドーシス 人 －肥大型心筋症 人

－後縦靭帯骨化症 人 －拘束型心筋症 人

・ハンチントン病 人 －ミトコンドリア病 人

・モヤモヤ病（ワィリス動脈輪開塞症） 人 ・リンパ脈管筋腫症（LAM) 人

－ウェゲナー肉芽腫症 人 ・重症多形渉出性紅斑（急性期） 人

・特発性拡張型（うっ血型）心筋症 人 －黄色靭帯骨化症 人

－多系統萎縮症（線条体黒質変性症、オリーブ橋
人

・間脳下垂体機能障害

小脳萎縮症及びシャイ・ドレーガー症候群） (PRL分泌異常症、ゴナドトロピン分泌具常症、AD
日分泌異常症、下垂体性TSH分泌異常症、クッシン 人

－表皮水癌症（接合部型及び栄養障害型） 人 グ病、先端巨大症、下垂体機能低下症）

（注）「取扱患者数J欄には‘前年度の年間実患者数を記入すること。



（様式第2)

高度の医療の提供の実績

5届出が受理されている診療報酬制度における施設基準等（基本診療科）

施 設 基 準 の 種 類 施設基準の種類

． 

． ． 

． ． 

． ． 

． 

． 

． ． 

． ． 

． 

． 

． 

． 

． 

． 

． ． 

． ． 

． 

． 

． 

． ． 

． 

． 



（様式第2)

高度の医療の提供の実績

6届出が受理されている診療報酬制度における施設基準等（特掲診療科）

施 設 基 準 の 種 類 施設基準の種類

． ． 

． ． 

． ． 

． ． 

． ． 

． 

． ． 

． ． 

． ． 

． ． 

． ． 

． ． 

． ． 

． ． 

． ． 

． ． 

． ． 

． ． 

． 

． 

． 

． ． 

． ． 

． ． 

． 

． ． 



（様式第2)

高度の医療の提供の実績

7健康保険法の規定による療養に要する費用の額の算定方法に先進医療から採り入れられた医療技術

施設基準等の種類 施設基準等の種類

． ． 

． ． 

． ． 

． ． 

． ． 

． ． 

． 

． 

． 

． ． 

． ． 

． ． 

． 

． ． 

． ． 

（注） 1特定機能病院の名称の承認申請の場合には、必ずしも記入しなくともよいことロ
（注） 2「施設基準等の種類』欄には、特定機能病院の名称の承認申請又は業務報告を行う3年前の4月以降に、健康保険法の規
定による療養に要する費用の額の算定方法（平成六年厚生省告示第五十四号）に先進医療（当該病院において提供していたもの
に限る。）から採り入れられた医療技術について記入すること。

8病理m臨床検査部門の概要

臨床検査及び病理診断を実施する部門の状況
1.臨床検査部門と病理診断部門は別々である。

2.臨床検査部門と病理診断部門は同一部門にまとめられている。

臨床部門が病理診断部門或いは臨床検査部門と開催
した症例検討会の開催頻度

部検の状況 部検症例数 伊J ／ 部t % 



（様式第3)

高度の医療技術の開発及び評価を行う能力を有することを証する書類

1研究費補助等の実績

研究課題名 研究者氏名 所属部門 金額
畑拶Jフz又は委託

~ 

補

委

補

委

補

委

補

委

補

委

補

委

補

委

補

委

補

委

補

一 委
（注） 1 園、地方公共団体文は公益法人から補助金の交付又は委託を受け、当該医療機関に所属する医師等が

申請の前年度に行った研究のうち、高度の医療技術の開発及び評価に資するものと判断される主なもの
を記入すること。

2 「研究者氏名」欄は、1つの研究について研究者が複数いる場合には、主たる研究者の氏名を記入するこ
3 「補助元又は委託元』摘は、補助の場合は「補』に、委託の場合は「委」に、O<nをつけた上で、補助元又
は委託元を記入すること。

註一一



（様式第3)

高度の医療技術の開発及び評価を行う能力を有することを証する書類

2論文発表等の実績

(1）高度の医療技術の開発及び評価を行うことの評価対象となる論文

番
発表者氏名 発表者の所属 題名 雑誌名

号

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

～ 

70 

～ 量
CT:主l1 当該特定機能病院に所属する医師等が申請の前年度に発表した英語論文のうち、高度の医療技術の開

発および評価に資するものと判断されるものを七十件以上記入すること。七十件以上発表を行っている場合
には、七十件のみを記載するのではなく、合理的な範囲で可能な限り記載すること。

2 報告の対象とするのは、筆頭著者の所属先が当該特定機能病院である論文であり、査読のある学術雑誌
に掲載されたものに限るものであること。ただし、実態上、当該特定機能病院を附属している大学の講座等と
当該特定機能病院の診療科が同ーの組織として活動を行っている場合においては、筆頭著者の所属先が
大学の当該講座等であっても、論文の数の算定対象に含めるものであること（筆頭著者が当該特定機能病
院に所属している場合に限る）。

3 『発表者の所属」については、論文に記載されている所属先をすべて記載すること。

4 「雑誌名J欄には、「雑誌名J「巻数・号数j「該当ページ」「出版年」について記載すること。

5 平成二十六年度中の業務報告において当該実績が七十件未満の場合には、平成二十六年度の改正前の
基準による実績についても報告すること。

(2）高度の医療技術の開発及び評価を行うことの評価対象とならない論文（任意）

番
発表者氏名 発表者の所属 題名 雑誌名

号

1 

2 

3 

4 

5 

～ 

（注） 1 当該医療機関に所属する雇扇奪五T雨譜面前年度に発表したもののうち、高度の医療技術の開発および評
価に資するものと判断される主なものを記入すること。

2 「発表者の所属」については、論文に記載されている所属先をすべて記載すること。

3 『雑誌名』欄には、「雑誌名」「巻数・号数」「該当ページJ「出版年」について記載すること。



（様式第 3)

高度の医療技術の開発及び評価を行う能力を有することを証する書類

3 高度の医療技術の開発及び評価の実施体制

(1)倫理審査委員会の開催状況

① 倫理審査委員会の設置状況 有・無

② 倫理審査委員会の手順書の整備状況 有・無

・手順書の主な内容

③ 倫理審査委員会の開催状況 年間

（注） 1 倫理審査委員会については、 「臨床研究に関する倫理指針」に定める構成である場合に

「有」 lこOEPを付けること。

2 「③倫理審査委員会の開催状況」に係る報告については、平成二十六年度中の業務報告

において開催実績が無い場合には、平成二十六年四月以降の実績を報告しでも差し支えな

いこと（その場合には、その旨を明らかとすること）。

(2）利益相反を管理するための措置

①利益相反を審査し、適当な管理措置について検討するための委員 有・無

会の設置状況

② 利益相反の管理に関する規定の整備状況 有・無

規定の主な内容

③ 利益相反を審査し、適当な管理措置について検討するための委員 年回

会の開催状況

（注） 「③利益棺反を審査し、適当な管理措置について検討するための委員会の開催状況」に係る

報告については、平成二十六年度中の業務報告において開催実績が無い場合には、平成二十六

年四月以降の実績を報告しでも差し支えないこと（その場合には、その旨を明らかとすること）。

(3）臨床研究の倫理に関する講習等の実施

① 臨床研究の倫理に関する講習等の実施状況 年回

－研修の主な内容

（注） 「①臨床研究の倫理に関する講習等の実施状況」に係る報告については、平成二十六年度中

の業務報告において実施実績が無い場合には、平成二十六年四月以降の実績を報告しても差し

支えないこと（その場合には、その旨を明らかとすること）。



（様式第 4)

高度の医療に関する研修を行わせる能力を有することを証する書類

1 研修の内容

2 研修の実績

｜ 研修医 の人数 ！ 人 l
（注）前年度の研修医の実績を記入すること。

3 研修統括者
「一事雇語若著氏名 ｜ 診療科 ｜ 役職等 ｜臨床経験年数｜ 特 記 事項

l一一一一一一一一 l一一一一一一一一一J一一一一一一一空L一一一一
] 年吋

年

二：：：百二一一：
年
年

ー二］二二二二二二］二二二二二二三：I二二二二空二二ー
4 年

年

年

' - 一年
年

年→
年

（注） 1 医療法施行規則第六条の四第一項又は第四項の規定により、標携を行うこととされている
診療科については、必ず記載すること。

（注） 2 内科について、サブスペシャルティ領域ごとに研修統括者を配置している場合には、すベ
てのサブスペシャルテイ領域について研修統括者を記載すること。

（注） 3 外科について、サブスペシャルティ領域ごとに研修統括者を配置している場合には、すベ
てのサフスペシャルティ領域について研修統括者を記載すること。



（様式第4)

高度の医療に関する研修を行わせる能力を有することを証する書類

4 医師、歯科医師以外の医療従事者等に対する研修

① 医師、歯科医師以外の医療従事者に対する研修の実施状況（任意）

－研修の主な内容

－研修の期間・実施回数

－研修の参加人数

② 業務の管理に関する研修の実施状況（任意）

・研修の主な内容

－研修の期間・実施回数

－研修の参加人数

③ 他の医療機関に所属する医療関係職種に対する研修の実施状況

・研修の主な内容

・研修の期間・実施回数

－研修の参加人数

（注） 1 高度の医療に関する研修について記載すること。

（注） 2 「③他の医療機関に所属する医療関係職種に対する研修の実施状況」については、医療法施
行規則第六条の四第四項の規定に基づき、がん、循環器疾患等の疾患に関し、高度かつ専門的

な医療を提供する特定機能病院についてのみ記載すること。また、日本全国の医療機関に勤務
する医療従事者を対象として実施した専門的な研修を記載すること。なお、平成二十六年度中

の業務報告においては、平成二十六年四月以降の実績（計画）を報告しでも差し支えないこと
（その場合には、その旨を明らかにすること）。



（様式第 5)

診療並びに病院の管理及び運営に関する諸記録の管理方法に関する書類

計画・現状の別 I 1.計商 2.現状

管理責任者氏名

管理担当者氏名

保管場所 管理方法

診療に関する諸記録

病院日誌、各科診療日誌、処方せん、
手術記録、看護記録、検査所見記録、

エックス線写真、紹介状、退院した患

者に係る入院期間中の診療経過の要約

及び入院診療計画書

病院の管理 従業者数を明らかlごする帳

及び運営に 簿
関する諸記 高度の医療の提供の実績
録 角度の医療技術の開発及び

評価の実績

高度の医療の研修の実績

閲覧実績

紹介患者に対する医療提供

の実績 、

入院患者数、外来患者及び
調剤jの数を明らかにする帳
簿

第規 医療に係る安全管理
一則 のための指針の整備状
号第 況

医療に係る安全管理
掲条 のための委員会の開催
げの 状況
る十 医療に係る安全管理
体ー のための職員研修の実
制第 施状況
のー 医療機関内における
確項 事故報告等の医療に係
保各 る安全の確保を目的と
の号 した改善のための方策
状及 の状況
況び 専任の医療に係る安

第 全管理を行う者の配置
九 状況
条 専任の院内感染対策
の を行う者の配置状況

十
医療に係る安全管理を

行う部門の設置状況
第 当該病院内に患者か

らの安全管理に係る相
項 談に適切に応じる体制

の確保状況



保管場所 管理方法

病院の管理 規 院内感染のための指

及び運営に 員I]針の策定状況
関する諾記 第 院内感染対策のため

録 の委員会の開催状況
条 従業者に対する院内
の 感染対策のための研修
十 の実施状況

感染症の発生状況の
第 報告その他の院内感染

対策の推進を目的とし
項 た改善のための方策の
各 実施状況
号 医薬品の使用に係る
及 安全な管理のための責
ひf任者の配置状況
第 従業者に対する医薬
九 品の安全使用のための
条 研修の実施状況
の 医薬品の安全使用の

ための業務に関する手
十 順書の作成及び当該手

第
順書に基づく業務の実
施状況

医薬品の安全使用の
項 ために必要となる情報
第 の収集その他の医薬品

の安全使用を目的とし
号 た改善のための方策の , 

実施状況
掲 医療機器の安全使用
If のための責任者の配置
る 状況
体 従業者に対する医療
市リ 機器の安全使用のため
の の研修の実施状況
確 医療機器の保守点検
保 に関する計画の策定及
の び保守点検の実施状況
状

医療機器の安全使用
況

のために必要となる情
報の収集その他の医療
機器の安全使用を目的
とした改善のための方
策の実施状況

（注）「診療に関する諸記蚕Tl面こは、個々の記録について記入する必要はなく、全体としての管理
方法の概略を記入すること。また、診療録を病院外に持ち出す際に係る取扱いについても記載する
こと。



（様式第 6)

病院の管理及び運営に関する諸記録の関覧方法に関する書類

。病院の管理及び運営に関する諸記録の閲覧方法

計画・現状の別 1.計画 2. 現状

閲覧責任者氏名

閲覧担当者氏名

閲覧の求めに応じる場所

閲覧の手続の概要

（注）既に医療法施行規則第9条の20第5号の規定に合致する方法により記録を閲覧させている病院
は現状について、その他の病院は計画について記載することとし、 「計画・現状の別」欄の該当
する番号lこO印を付けること。

0病院の管理及び運営に関する諸記録の閲覧の実績

前 年度の総閲覧件数 延 千平

閲覧 者別 医 師 延 件
歯 科医 師 延 件

国 延 件
地方公共団体 延 件

（注）特定機能病院の名称の承認申請の場合には、必ずしも記入する必要はないこと。



（様式第 6)

規則第1条の 11第1項各号及び第9条の23第 1項第1号に掲げる体制の確保の状況

① 医療に係る安全管理のための指針の整備状況 有・無

指針の主な内容・

② 医療に係る安全管理のための委員会の開催状況 ー年 ， 回

． 活動の主な内容：

③ 医療に係る安全管理のための職員研修の実施状況 年 回

． 研修の主な内容

④ 医療機関内における事故報告等の医療に係る安全の確保を目的とした改善のための方策の状況

． 
医療機他関改内善におたける事の故方策報告の等主の整内備容 （ 有・無 ） ． そのの の め な

⑤ 専任の医療に係る安全管理を行う者の配置状況 有（ 名） ・無

⑥ 専任の院内感染対策を行う者の肥置状況 有（ 名） ・無

⑦ 医療に係る安全管理を行う部門の設置状況 有・無

． 
所活動属職の員主な：内容専任： （ 

）名兼任 （ ）名． 

③況当該病院内に患者からの安全管理に係る相談に適切に応じる体制の確保状 有・無



（様式第6)

院内感染対策のための体制の確保に係る措置

① 院内感染対策のための指針の策定状況 有・無

・指針の主な内容：

、一

② 院内感染対策のための委員会の開催状況 年 回

． 活動の主な内容：

③ 従業者に対する院内感染対策のための研修の実施状況 年 回

． 研修の主な内容：

、，

④感染症の発生状況の報告その他の院内感染対策の推進を目的とした改善のための方策の状況

病そ院の他におの改け善る発の生た状め況の方の報策告の等主のな整内備容．
（ 有・無 ） 



（様式第 6)

医薬品に係る安全管理のための体制の確保に係る措置

① 医薬品の使用に係る安全な管理のための責任者の配置状況 有・無

② 従業者に対する医薬品の安全使用のための研修の実施状況 年 回

． 研修の主な内容：

③ 医薬品の安全使用のための業務に関する手順書の作成及び当該手順書に基づく業務の実施状況

． 
手業務順書の主の作な成内容：

（ 有・無）． 

④ 医の薬た品めのの安方全策使の用実施の状た況めに必要となる情報の収集その他の医薬品の安全使用を目的とした改善

． 
そ医薬の他品にの係改善る情の報たのめ収の集方策の整の備主な内容：

（ 有・無）． 



（様式第 6)

医療機器に係る安全管理のための体制の確保に係る措置

① 医療機器の安全使用のための責任者の配置状況 有・無

②従業者に対する医療機器の安全使用のための研修の実施状況 年 回
, 

． 研修の主な内容・

③ 医療機器の保守点検に関する計画の策定及び保守点検の実施状況

． 
計保画守点の策検定の主な内容：

（有・無）． 

④ 改医療善機の器たの安全方使策用のために必要となる情報の収集その他の医療機器の安全使用を目的とした
めの の実施状況

． 
そ医療の機他器の改に係善のる情た報めのの収方集策のの整主備な内容

（ 有・無）． 



（様式第 7)

専門性の高い対応を行う上での取組みに関する書類（任意）

1 病院の機能に関する第三者による評価

① 病院の機能に関する第三者による評価の有無 有・無

－評価を行った機関名、評価を受けた時期

（注）医療機能に関する第三者による評価については、日本医療機能評価機構等による評価があるこ
と。

2 果たしている役割に関する情報発信

① 果たしている役割に関する情報発信の有無 有・無

・情報発信の方法、内容等の概要

3 複数の診療科が連携して対応に当たる体制

①複数の診療科が連携して対応に当たる体制の有無 有・無

－複数の診療科が連携して対応に当たる体制の概要



（様式第 8)

番 号

平成年月日

厚生労働大臣 殿

開設者名 ）
 

n
H
V
 

F
ド
L
F（

 

0 0病院の紹介率及び逆紹介率の向上に関する年次計画について

標記について、医療法施行規則（昭和 23年厚生省令第50号）第9条の 20第 6号ロ及び第7号ロの

規定に基づき、次のとおり提出します。

－FU
 

－－＝開
l 紹介率及び逆紹介率の前年度の平均値

算定期間 平成年月 日～平成年月 日

紹介率 % 逆 紹 介 率 ｜ % 
算 A：紹 介 J患L 者 の 数 人

出 B ：他の病院又は診療所に紹介した患者の数 入

根 C：救急用自動車によって搬入された患者の数 人
拠 D ：初 る回以＇，、 の 患 者 の 数 人

（注） 1 「紹介率」欄は、 A、Cの和をDで除した数に 100を乗じて小数点以下第 1位まで記入する

こと。

2 「逆紹介率」欄は、 BをDで除した数に 100を乗じて小数点以下第 1位まで記入すること。

3 A、B、C、Dは、それぞれの前年度の延数を記入すること。

2 紹介率及び逆紹介率向上のための基本方針と向上のための具体的な予定措置

（注）「紹介率」又は「逆紹介率」のうち、承認要件を満たしていないものについてのみ記載するこ

と。



3 年次計画

(1）紹介率

計画期間

年次目標紹介率

平成

第1年度（平成

第2年度（平成

第3年度（平成

第4年度（平成

第5年度（平成

年 月 日 ～ 平成 年

年度）

年度）

年度）

年度）

年度）

（注）「紹介率」が、承認基準を満たしていない場合についてのみ記載すること。

(2）逆紹介率

計画期間 平成 ‘年 月 日 ～平成 年

年次目標紹介率 第1年度（平成 年度）

第2年度（平成 年度）

第3年度（平成 年度）

第4年度（平成 年度）

第5年度（平成 年度）

（注）逆紹介率が、承認要件を満たしていない場合についてのみ記載すること。

月 日
． % 
． % 
． % 
． % 
． % 

月 日
． % 
． % 
． % 
． % 
． % 



（様式第 8)

号
目白川年成

番
平

厚生労働大臣 殿

開設者名 （印）

00病院の標楊する診療科の整備Iご関する計画について

標記について、次のとおり提出します。

ー言E
1 診療科名
1-1標携する診療科の区分

l医療法施行規則第六条の四第一項の規定に基づき、十六診療科すべてを標務
2医療法施行規則第六条の四第四項の規定に基づき、がん、循環器疾患等の疾患に関し、高度か

っ専門的な医療を提供する特定機能病院として十以上の診療科名を標祷

（注）上記のいずれかを選択し、番号にOを付けること。

1-2標携している診療科名
(1）内科

内科 有 ． 無
内科と組み合わせた診療科名等
1 2 .3 4 5 6 7 

8 9 10 11 12 13 14 

診療実績

（注） 1 「内科』欄及び「内科と組み合わせた診療科名等」欄については、標梼している診療科名に
ついて記入すること。

（注） 2 「リウマチ科」及び「アレルギー科」についても、 「内科と組み合わせた診療科等」欄に記

入すること。

（注） 3 「診療実績」欄については、医療法施行規則第六条の四第三項の規定により、他の診療科で
医療を提供している場合に記入すること。

(2）外科

外科 有 ． 無
外科と組み合わせた診療科名
1 2 3 4 5 6 7 

8 9 10 11 12 13 14 

診療実績

（注） 1 「外科」欄及び「外科と組み合わせた診療科名」欄については、標携している診療科名につ



いて記入すること。
（注） 2 「診療実績J欄については、医療法施行規則第六条の四第三項の規定により、他の診療科で

医療を提供している場合に記入すること。

(3）その他の標携していることが求められる診療科名

l精神科 2小児科 3整形外科 4脳神経外科 5皮膚科 6泌尿器科 7産婦人科
8産科 9婦人科 10眼科 11耳鼻咽喉科 12放射線科 13放射線診断科
14放射線治療科 15麻酔科 16救急科

（注） 標携している診療科名の番号にO印を付けること。

(4）歯科

歯科 有 ． 無
歯科と組み合わせた診療科名
1 2 3 4 5 6 7 

歯科の診療体制

（注） 1 「歯科」欄及び「歯科と組み合わせた診療科名」欄については、標携している診療科名につ
いて記入すること。

（注） 2 「歯科の診療体制」欄については、医療法施行規則第六条の四第五項の規定により、標携し
ている診療科名と Lて「歯科」を含まない病院については記入すること。

(5) (1)～（4）以外で標梼じている診療科名

2 3 4 5 6 マg
A
斗

A

T
ム

Y
よ

n
L

8 

15 

（注）

9 10 11 

16 17 18 

標楊している診療科名について記入すること。

12 

19 

13 

20 

3 不足している診療科の整備のための予定措置



日

（様式第 8)

厚生労働大臣 殿

開設者名

番 号
平成年月 日

（印）

0 0病院の専門の医師の配置に関する計画について

標記について、次のとおり提出します。

記

1 専門性に関する資格を有する医師数 （平成年 月 日現在）

専門医名 人数 専門医名 人数

総合内科専門医 人 眼 科 専 門 医 人

外科専門医 人 耳鼻咽喉科専門医 人

精神科専門医 人 放射線科専門医 人

小児科専門医 人 脳神経外科専門医 人

皮膚科専門医 人 整形外科専門医 人

泌尿器科専門医 人 麻酔科専門医 人

産婦人科専門医 人 救急科専門医 人

合計 人

（注）人数には、非常勤の者を当該病院の常勤の従事者の通常の勤務時間により常勤換算した
員数と常勤の者の員数の合計を小数点以下 1位を切り捨て、整数で算出して記入すること。

.2 専門の医師の必要数

｜ 専門性に関する資格を有する医師の必要数 ｜ 人｜

（注）医療法施行規則第二十二条の二第一号の規定による医師の配置基準数の半数を記入すること。

3 専門の医師を配置するための予定措置



（様式第 8)

番 号
平成年月 日

厚生労働大臣 殿

開設者名 （印）

0 0病院の論文発表等の向上に関する計画について

標記について、次のとおり提出します。

ロu＝＝ロ
1 論文発表等の実績

｜ 英語による発表論文数 ｜ 件｜

（注） 1 当該特定機能病院に所属する医師等が申請の前年度に発表した英語論文のうち、高度の医療
技術の開発および評価に資すると判断されるものの数を記入すること。

（注） 2 対象とするのは、筆頭著者の所属先が当該特定機能病院である論文であり、査読のある学
術雑誌に掲載されたものに限るものであることロただし、実態上、当該特定機能病院を附属

している大学の講座等と当該特定機能病院の診療科が同ーの組織として活動を行っている場
合においては、筆頭著者の所属先が大学の当該講座等であっても、論文の数の算定対象に含
めるものであること（筆頭著者が当該特定機能病院に所属している場合に限る）。

2 論文発表等を向上するための具体的な予定措置



（様式第 9)

番 号

平成年月日

厚生労働大臣 殿

開設者名 ）
 

門
川
Mr

r
pト（
 

0 0病院に関する変更について

標記について、医療法施行令（昭和23年政令第 326号）第4条の3の規定に基づき、以下のとおり

変更があったので届け出ます。

名称

変更があった事項及びその内容

（注） 1 必要がある場合は続紙に記載して添付すること。

2 開設者名の記入箇所及び「名称」欄には、変更があった場合は、変更後のものを記入する
こと。

3 「変更があった事項及びその内容」欄には、変更があった事項を明らかにした上で、その事
項についての変更のみを、変更前と変更後の内容を区別して下記により記入すること。
① 開設者の氏名及び名称の変更については、変更前のもののみを記載することとしても
差支えない。

② 診療科名の変更の場合は、医療法施行規則第 6条の4に掲げる診療科名をそれ以外の
診療科名よりも先に記入し、削除文は追加された診療科名に下線を付すこと。

③ 集中治療室、無菌病室等又は医薬品情報管理室の構造設備の変更については、承認申
請書に記載することとされている事項に係る変更のみを変更前と変更後のそれぞれを区

別して記入すること。なお、集中治療室、無菌病室等又は医薬品情報管理室を有しなくな
った場合にはその旨を記載し、固定式の無菌病室や専用の医薬品情報管理室を新たに設け

たなどの場合には承認申請書に記載することとされているものと同じ事項について記入
すること。

（記載例： 50床増床し、集中治療室にペースメーカーを導入した場合）
病床数
変更前 550床
変更後： 600床

集中治療室に備える機器
変更前：人口呼吸装置、心電計、心細動除去装置
変更後：人口呼吸装置、心電計、心細動除去装置、ペースメーカー



（様式第 10)
番 号

平成年月日

厚生労働大臣 敬
開設者名 （印）

00病院の業務に関する報告について

標記について、医療法（昭和 23年法律第 205号）第 12条の 3第の規定に基づき、平成 年度の

業務に関して報告します。
日
u一一＝回

1 開設者の住所及び氏名

｜住 所 ｜〒

｜氏名｜

（注） 開設者が法人である場合は、 「住所J欄には法人の主たる事務所の所在地を、 「氏名」欄には

法人の名称を記入すること。

2 名称

所一場一の一在一所一
二

T

一

内

O
「

l
1
1
1
1
1
1」

電話（

4 診療科名
4-1標携する診療科名の区分

1医療法施行規則第六条の四第一項の規定に基づき、十六診療科名すべてを標携

2医療法施行規則第六条の四第四項の規定に基づき、がん‘循環器疾愚等の疾患に関し、高度か
っ専門的な医療を提供する特定機能病院として、十以上の診療科名を標傍

（注） 上記のいずれかを選択し、番号にO印を付けること。

4-2標模している診療科名
(1)内科

内科 有 ． 無
内科と組み合わせた診療科名等

1 2 3 4 5 6 7 

8 9 10 11 12 13 14 

診療実績

（注） 1 「内科」横及び「内科と組み合わせた診療科名等」欄については、標傍している診療科名に

ついて記入すること。

（注） 2 「リウマチ科J及び「アレルギー科Jについても、 『内科と組み合わせた診療科等」欄に記

入すること。

（注） 3 「診療実績」欄については、医療法施行規則第六条の四第三項の規定により、他の診療科で

医療を提供している場合に記入すること。



(2）外科

外科 有 ． 無
外科と組み合わせた診療科名
1 2 3 4 5 6 7 

8 9 10 11 12 13 14 

診療実績

（注） 1 「外科」欄及び「外科と組み合わせた診療科名」欄については、標携している診療科名につ

いて記入すること。
（注） 2 「診療実績J欄については、医療法施行規則第六条の四第三項の規定により、他の診療科で

医療を提供している場合に記入すること。

(3）その他の標梼していることが求められる診療科名
1精神科 2小児科 3整形外科 4脳神経外科 5皮膚科 6泌尿器科 7産婦人科
8産科 9婦人科 10眼科 II耳鼻咽喉科 12放射線科 13放射線診断科
14放射線治療科 15麻酔科 16救急科

（注） 標携している診療科名の番号にO印を付けること。

(4）歯科

歯科 有 ． 主E
歯科と組み合わせた診療科名
1 2 3 4 5 6 7 

歯科の診療体制

（注） 1 「歯科」欄及び「歯科と組み合わせた診療科名」欄については、標携している診療科名につ
いて記入すること。

（注） 2 「歯科の診療体制」欄については、医療法施行規則第六条の四第五項の規定により、標携し
ている診療科名として『歯科」を含まない病院については記入すること。

(5) (1）～（4）以外でその他に標携している診療科名

1 2 3 4 5 6 7 

8 9 10 11 12 13 14 

15 16 17 18 19 20 21 

（注） 標楊している診療科名について記入すること。

5 病床数
精神 感染症 結核 療養 一般

合計床｜
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7 専門の医師数 （平成年月 日現在）

専門医名 人数 専門医名 人数

総合内科専門医 人 眼科専門医 人

外科専 門 医 人 耳鼻咽喉科専門医 人

精神科専門医 人 放射線科専門医 人

小児科専門医 人 脳神経外科専門医 人

皮膚科専門医 人 整形外科専門医 人
泌尿器科専門医 人 麻酔科専門医 人

産婦人科専門医 人 救急科専門医 人

合計 人

（注） 人数には、非常勤の者を当該病院の常勤の従事者の通常の勤務時間により常勤換算した
員数と常勤の者の員数の合計を小数点以下 1位を切り捨て、整数で算出して記入すること。

8 前年度の平均の入院患者、外来患者及び調剤の数
歯科、矯E歯科、小児歯科及び歯科口腔外科の前年度の平均の入院患者及び外来患者の数

歯科等以外 歯科等 -ii- 計

1日当たり平均入院患者数 人 人 人

1日当たり平均外来患者数 人 人 、 人

1日当たり平均調剤数 弗I
必要医師数 人

必要歯科医師数 人

必要薬剤師数 人

必要（准）看護師数 人

（注） 1 「歯科等」欄には、歯科、矯正歯科、小児歯科及び歯科口腔外科を受診した患者数を、 「歯
科等以外」欄にはそれ以外の診療料を受診した患者数を記入すること。
2 入院患者数は、年間の各科別の入院患者延数（毎日の24時現在の在院患者数の合計）を暦日

で除した数を記入すること。
3 外来患者数は、年間の各科別の外来患者廷数をそれぞれ病院の年間の実外来診療日数で除し



た数を記入すること。
4調斉Jj数は、年間の入院及び外来別の調剤延数をそれぞれ暦日及び実外来診療日数で除した数

を記入すること。
5 必要医師数、必要歯科医師数、必要薬剤師数及び必要（准）看護師数については、医療法

施行規則第二十二条の二の算定式に基づき算出すること。

9 施設の構造設備

施設名 床面積 主要構造 設 備 概 要

集中治療室 m2  病床数 床 心電 計 i有・無

人工呼吸装置：有・無 心細動除去装置 l有・無

その他町並急車生装置 ！有・無 ペースメーカー i有・無

無菌病室等 ［固定式の場合］ 床面積 m2  病床数 床

［移動式の場合］ 台数 台

医薬品 ［専用室の場合］ 床積 立1
2 

情報管理室 ［共用室の場合］ 共用する室名

化学検査室 m2  （主な設備）

細菌検査室 m2  （主な設備）

病理検査室 m2  （主な設備）

病理解剖室 立12 （主な設備）

研究室 m2  （主な設備）

講義室 m2  室数 室 収容定員 人

図書室 m2  室数 室 蔵書数 冊程度

（注） 1 主要構造には、鉄筋コンクリート、簡易耐火、木造等の別を記入すること。

2 主な設備は、主たる医療機器、研究用機器、教育用機器を記入すること。

10 紹介率及び逆紹介率の前年度の平均値

算定期間 平成年月 日～平成年月 日

紹介率 % 逆紹介率！ % 
算 A ：紹 介 患 者 2 の 数 人
出 B ：他の病院又は診療所に紹介した患者の数 人
キ艮 C：救急用自動車によって搬入された患者の数 人
拠 D ：初 診 の 患 者 の 数 人

（注） 1 「紹介率」欄は、 A、Cの和をDで除した数に 100を乗じて小数点以下第 1位まで記入する

己と。

2 「逆紹介率」欄は、 BをDで除した数に 100を乗じて小数点以下第 1位まで記入すること。

3 A、B、C、Dは、それぞれの前年度の延数を記入すること。
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正
す
る
省
令
（
総
務
二
八
）

。

（号外 ）
呈立行政法人国立印15U局

O
住
民
基
本
台
帳
法
別
表
一
第
一
か
ら
別
表
第

五
ま
で
の
総
務
省
令
で
定
め
る
宣
言
詰
を
定

め
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
同
二
九
）

O
地
方
強
立
行
政
法
人
法
管
行
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令
（
同
三
O
V

O
放
送
法
施
行
窺
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省

一
令
（
同
三
一
）

一
O
公
害
紛
争
処
理
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改

一
正
す
る
省
令
（
同
＝
一
一
一
）

一
O
外
務
省
の
所
管
す
る
法
令
の
規
定
に
基
づ

一
く
行
政
手
読
ロ
等
に
お
け
る
情
報
遠
信
の
技

一
術
の
利
用
に
関
す
る
規
制
の
一
部
を
改
正

一
す
る
省
令
（
外
務
一
一
）

一
O
財
務
省
定
員
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省

一
令
（
財
務
一
九
）

一
O
食
品
廃
棄
物
等
多
一
発
生
事
業
者
の
定
期

－
の
報
告
に
関
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す

七
一
る
省
令

一
（
財
務
・
厚
生
労
働
・
農
林
水
産
・
経
済

一
産
業
・
国
土
交
透
・
環
境
一
）

八一

O
容
器
包
装
に
係
る
分
別
収
集
及
び
一
再
商
品

一
化
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の

一
一
部
を
改
正
す
る
省
令

一
（
財
務
・
厚
生
労
働
・
農
林
水
産
・
経
済

＝
二
産
業
・
環
境
一
）

一
O
私
立
学
校
教
職
員
共
済
法
施
行
規
則
の
一

一
部
を
改
正
す
る
省
令
（
文
部
科
学
二
。

一三一

O
忽
立
行
政
法
人
目
本
学
生
支
援
機
構
に
関

す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
同
一
七
）

O
国
立
大
学
法
人
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令
（
同
一
八
）

O
特
定
研
究
成
果
活
用
支
援
事
業
計
画
の
認

定
等
に
関
す
る
省
令

（
文
部
科
学
・
経
済
産
業
二
）

O
国
民
年
金
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令
（
章
一
主
労
働
四
二

プ＇

I> 

。

ou版
業
能
力
開
発
促
進
法
施
行
規
則
等
の
一

部
を
改
正
す
る
雀
令
（
間
四
二
）

O
職
業
訓
鎮
の
実
施
等
に
よ
る
特
定
求
時
偶
者

＝
＝
二
の
就
殺
の
支
援
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則

一
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
（
同
四
＝
一
）

孟一

O
消
費
生
活
協
同
組
合
法
施
行
規
制
ぺ
の
一
部

一
を
改
正
す
る
省
令
（
同
四
四
）

一
O
医
療
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省

一
令
｛
同
四
五
）

＝z
一
O
健
康
保
険
法
施
行
規
則
及
び
船
員
保
険
法

一
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

一
（
周
回
六
）

一
O
ハ
ン
セ
ン
病
問
題
の
解
決
の
促
進
に
関
す

る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令
（
間
四
七
）

O
薬
剤
師
法
施
行
規
副
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令
｛
間
四
八
）

O
労
働
保
険
の
保
険
料
の
徴
収
畳
一
一
に
関
す
る

法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
同
四
九
）

O
石
綿
障
害
予
防
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令
（
間
五
O
）

O
調
理
師
試
験
の
実
施
に
関
す
る
事
務
を
行

う
者
等
を
指
定
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令
（
同
五
一
）

O
厚
生
年
金
保
険
制
度
及
び
農
林
諒
業
団
体

議
員
共
済
結
合
制
度
の
統
合
を
図
る
た
め

の
農
林
漁
業
団
体
賎
員
共
済
組
合
法
等
を

廃
止
す
る
昌
一
一
の
法
律
の
施
行
に
伴
う
存
続

組
合
が
支
給
す
る
特
例
年
金
給
付
等
に
筒

す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
目
置
林
水
産
二
＝
一
）

O
農
業
経
堂
基
盤
強
化
促
進
法
施
行
規
則
等

の
一
訴
を
改
正
す
る
等
の
省
令
（
同
二
回
）

O
彦
、
林
水
産
省
定
員
規
則
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令
（
同
二
五
）

。
農
村
水
産
省
組
織
規
則
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令
（
同
二
六
）

プミモF、、吉E

O
農
業
の
担
hw
手
に
対
す
る
経
営
安
定
の
た

目
＝
二
め
の
交
付
金
の
交
付
に
関
す
る
法
律
施
行

一
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
（
間
二
七
）

一
O
農
業
協
同
組
合
法
施
主
笥
及
び
水
窒
＝
一

国
八
一
協
同
組
合
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す

一
る
省
令
（
同
二
八
）

Z

二
O
エ
ネ
ル
ギ
ー
環
境
適
合
製
品
の
開
発
及
び

一
製
造
を
行
う
事
業
の
促
進
に
関
す
る
法
律

z＝
一
に
基
づ
く
需
要
開
拓
支
援
法
人
に
関
す
る

一
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

一
（
経
済
産
業
一
回
）

歪一

O
原
子
力
発
電
桂
設
解
体
引
当
金
に
関
す
る

一
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
〔
同
一
五
）

一
O
独
立
行
政
法
人
石
油
天
然
ガ
ス
・
金
属
鉱

一
物
資
源
山
稜
構
の
業
務
運
営
並
び
に
財
務
及

一
び
会
計
に
関
す
る
省
令
の
一
部
壱
改
正
す

一
る
省
令
（
同
二
ハ
）

一
O
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
使
用
の
合
理
化
等
に
関
す

一
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省

一
令
（
同
一
七
）

一
O
容
器
保
安
規
剥
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省

一
令
（
同
一
八
）

一
O
一
電
気
事
業
音
に
よ
る
再
生
可
詮
エ
ネ
一
ル

一

ギ

l
電
気
の
調
達
に
関
す
る
特
別
措
置
法

一
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

一
（
同
一
九
）

一
O
特
定
容
器
製
造
等
事
業
者
に
係
る
特
定
分

別
基
準
適
合
物
の
一
再
商
品
化
に
関
す
る
省

令
の
一
部
を
改
正
す
る
雀
令

（
経
済
産
業
・
環
境
一
）

O
聡
極
安
全
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令
（
国
土
交
通
三
七
）

。
船
舶
職
員
及
び
小
型
船
舶
操
疑
者
法
施
行

規
則
の
一
部
を
改
革
す
る
省
令
（
同
三
八
）

O
道
路
法
施
行
愛
知
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令
（
同
三
九
）

言

（
以
下
次
の
ベ

l
ジ
へ
続
く
）

E 

＝ 三六

円
Jm 

六
三三

プミ
ー包

プミ
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第
五
十
一
条
、
第
百
九
十
二
条
及
び
附
則
第
三
条
の
改
正

附
則
に
次
の
一
条
を
加
え
る
．

（
契
約
諾
詰
時
の
書
一
回
の
交
付
に
関
す
る
特
例
）

第
三
条
第
五
十
一
条
第
三
項
第
三
号
に
掲
げ
る
費
用
の
変
更
（
社
会
保
障
の
安
定
財
源
の
確
保
等
を
図
る
説
制
の
抜

本
的
な
改
革
を
行
う
た
め
の
消
費
税
法
の
一
部
を
改
正
す
る
等
の
法
律
〔
平
成
三
十
四
年
法
律
第
六
十
八
号
）
第
一
一

条
の
規
定
に
よ
る
消
費
税
法
（
昭
和
六
十
三
年
法
律
第
百
八
旦
三
第
二
十
九
条
の
改
正
に
伴
う
消
費
税
額
に
相
当
す

る
額
及
び
社
会
保
障
の
安
定
財
源
の
確
保
等
を
図
る
税
制
の
抜
本
的
な
改
革
を
行
う
た
め
の
地
方
説
法
及
び
地
方
交

付
税
法
の
一
部
を
改
正
す
る
訟
律
（
平
成
二
十
四
年
法
律
第
六
十
九
号
）
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
地
方
税
法
〔
昭
和

二
十
五
苧
法
律
第
一
二
百
二
十
六
号
｝
第
七
十
二
条
の
八
十
三
の
改
正
に
伴
う
地
方
消
費
税
額
に
担
当
す
る
額
の
変
更

に
限
る
J
を
行
っ
た
組
合
に
お
け
る
次
の
表
の
上
摘
に
掲
げ
る
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ら
の
規
定
中
間
衰

の
中
欄
に
掲
げ
る
字
句
は
、
そ
れ
ぞ
れ
同
衰
の
下
情
に
掲
げ
る
字
句
と
す
る
。

第
五
十
一
条
第
一
一
項
第
三
十
五
号
イ
一
加
え
る
湾
台
一
加
え
る
場
合
又
は
同
号
ヌ
に
掲
げ
る
事

一

一

事

の

う

ち

第

三

項

第

三

号

に

掲

げ

る

費

一

一

周

に

変

更

を

加

え

る

場

合

P

一
第
三
十
五
号
一
附
別
第
三
条
の
規
定
に
よ
り
読
み
普
え

一

一

て

適

用

す

る

第

云

十

五

号

l

i

l

－
－

（号外第ァ。号）

第
五
十
一
条
第
一
項
第
三
十
九
号

報

附

則

（
施
行
期
日
）

1

こ
の
省
令
は
‘
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、

規
定
は
．
平
成
二
十
六
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
．

（
経
過
語
置
）

2

こ
の
古
令
に
よ
る
改
正
後
の
消
費
生
活
協
同
組
合
法
施
行
短
期
（
次
項
に
お
い
て
「
新
生
協
法
施
行
規
則
」
と
い

う
J
第
五
十
一
条
の
規
定
は
、
こ
の
省
令
の
経
行
の
日
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
諸
行
日
」
と
い
う
。
）
以
後
の
現

金
自
動
支
払
慢
そ
の
他
の
信
一
一
R
の
利
用
に
係
る
利
用
料
に
つ
い
て
造
用
じ
、
苑
行
日
前
の
現
金
自
動
支
払
接
そ
の
他

の
接
続
の
利
用
に
係
る
利
用
料
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
倒
に
よ
る
．

3

新
生
協
法
施
行
規
則
副
第
一
八
十
一
条
、
第
八
十
二
条
、
第
八
十
四
条
‘
第
百
七
条
及
び
第
百
四
ET九
条
の
規
定
は
‘

平
成
二
十
六
竿
三
月
三
十
一
日
以
後
に
終
了
す
る
事
業
年
度
に
係
る
訣
算
関
係
害
事
及
び
遣
藷
決
算
関
係
書
類
に
つ

い
て
造
用
し
、
同
日
前
に
終
了
し
た
事
業
年
度
に
係
る
決
算
関
係
書
類
及
び
連
結
決
算
関
係
書
類
に
つ
い
て
は
、
な

お
従
前
の
例
に
よ
る
．

O
厚
生
労
働
省
令
第
四
十
五
号

医
療
法
｛
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
二
百
五
号
）
第
四
条
の
＝
第
一
項
、
第
七
条
第
三
項
、
第
十
ニ
条
の
三
、
第
十
六

条
町
三
第
一
境
、
第
二
十
一
条
第
一
項
及
び
第
二
十
二
条
の
こ
の
規
定
に
茎
一
づ
き
、
並
び
に
同
法
を
実
箆
す
る
た
め
、

医
療
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平

成

二

十

六

年

三

月

三

十

一

日

厚

生

労

働

大

臣

田

村

憲

久

医
護
法
範
行
規
則
自
一
部
を
改
正
す
る
書
令

医
療
法
施
行
規
則
｛
昭
和
二
十
三
年
厚
生
省
令
第
五
十
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
一
一
条
の
十
四
第
七
項
に
次
の
た
だ
し
書
を
加
え
る
．

た
だ
し
、
－
一
七
号
に
掲
げ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
同
E

一
に
規
定
す
る
医
宗
の
提
供
を
行
う
期
間
）
（
六
月
以
内
の
期

間
に
限
る
J
に
係
る
場
合
に
限
る
．

第
一
条
町
十
四
第
七
項
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

七
新
型
イ
シ
フ
ル
エ
ジ
ザ
等
対
策
特
別
措
置
法
（
平
成
二
十
四
年
法
律
第
三
十
一
号
）
第
三
十
八
条
第
一
項
に
規

定
す
る
特
定
都
道
府
県
の
区
域
内
に
お
い
て
診
護
所
を
開
設
し
た
者
が
、
同
法
第
三
十
二
条
第
一
項
に
是
定
す
る

新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
等
緊
急
事
態
に
お
け
る
医
療
町
提
供
壱
行
う
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
診
串
F
J附
に
病
床
を
設

け
よ
う
と
す
る
と
宮
、
又
は
診
療
」
附
の
病
床
致
、
病
庶
の
種
別
そ
の
他
第
五
項
岳
号
に
掲
げ
る
事
項
を
変
更
し
よ

う
と
す
る
と
吉
．

官月日童日平成26年 3月31日

第
一
条
の
十
四
に
次
の
二
項
を
加
え
る
。

日
第
七
項
第
七
号
に
掲
げ
る
場
合
に
該
当
し
、
診
療
所
に
病
床
圭
設
け
た
者
が
、
令
第
一
一
一
条
町
三
由
規
定
に
よ
り
都

道
府
県
知
事
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
事
項
は
、
第
一
五
項
各
号
（
当
該
病
床
が
一
般
病
床
の
み
の
場
合
に
あ
っ

て
は
、
同
項
第
三
号
）
に
掲
げ
る
事
寝
と
す
る
．

日
第
七
項
第
七
号
に
掲
げ
る
場
合
に
該
当
し
、
診
察
所
の
講
床
数
、
病
床
の
種
別
の
変
更
そ
の
他
第
五
項
各
号
に
掲

げ
る
事
寝
を
変
更
し
た
者
が
、
告
第
四
条
第
二
項
目
規
定
区
よ
り
都
道
府
県
知
事
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
事

項
は
、
第
五
項
吾
号
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
．

第
六
条
の
三
第
一
項
に
次
の
一
号
圭
加
え
る
．

十
一
第
九
条
白
二
十
第
七
号
イ
に
規
定
す
る
逆
紹
介
寧
の
前
年
度
の
平
均
値

第
六
条
町
三
第
二
項
第
九
号
中
『
一
日
分
自
三
十
』
を
「
百
分
の
五
十
」
に
，
「
百
分
の
十
紹
介
率
を
」
を
「
紹
介
率
を

百
分
の
五
十
ま
で
」
に
改
め
、
同
項
第
十
号
を
問
項
第
十
一
号
と
し
唱
同
項
第
九
号
の
次
に
次
の
一
号
壱
加
え
る
。

十
前
項
第
十
一
号
の
値
が
一
毘
分
の
回
十
を
下
回
る
病
院
に
あ
っ
て
は
．
お
お
む
ね
五
年
間
に
逆
紹
介
率
を
百
分
の

四
寸
ま
で
高
め
る
た
め
の
具
体
的
な
年
次
計
画

第
六
条
町
三
中
第
四
項
を
第
五
項
と
し
、
第
三
項
を
第
四
項
と
し
、
第
二
項
の
次
に
次
の
一
哀
を
加
え
る
．

3

が
ん
、
循
環
器
疾
患
そ
の
他
の
国
民
の
健
康
に
重
大
な
影
響
の
あ
る
疾
患
に
関
し
、
高
度
か
つ
専
門
的
な
医
穫
を

提
供
す
る
特
定
援
態
病
院
巳
関
す
る
前
項
白
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
問
項
第
九
号
中
「
百
分
の
五
十
』
と
あ
る

の
は
「
百
分
の
八
十
」
と
、
同
項
第
十
号
中
「
百
分
の
回
十
」
と
あ
る
の
は
『
百
分
の
六
十
」
と
す
る
．

第
六
条
の
田
中
「
、
藍
科
、
婦
人
科
』
を
「
又
は
産
科
及
び
婦
人
科
」
に
、
「
耳
鼻
い
ん
こ
う
科
及
び
放
射
器
科
」
を

『
耳
鼻
咽
喉
科
、
放
射
諜
科
及
び
救
急
蒋
」
に
、
『
除
く
J
並
び
に
」
を
『
除
く
・
第
四
項
に
お
い
て
閉
じ
J
並
び
に
」

に
改
め
、
「
の
う
ち
十
以
上
の
診
宗
科
名
」
を
削
り
、
同
条
に
次
の
四
項
を
加
え
る
。

2

内
科
又
は
外
科
に
お
い
て
専
門
的
な
医
療
を
提
供
す
る
特
定
接
能
病
院
に
関
す
る
前
衰
の
規
定
の
連
用
に
つ
い
て

は
、
問
項
中
「
内
科
、
外
科
」
と
あ
る
の
は
「
内
科
（
令
第
三
条
の
二
第
一
項
第
一
号
ハ
の
規
定
に
よ
り
内
科
と
呼

吸
器
、
消
化
器
、
信
環
器
、
腎
接
、
神
経
、
血
波
．
内
分
泌
‘
代
謡
、
感
染
症
又
は
ア
レ
ル
ギ
ー
疾
患
と
を
組
み
合

わ
せ
た
名
称
の
全
て
の
診
護
科
及
び
リ
ウ
マ
テ
科
を
含
む
J
、
外
科
【
同
号
ハ
の
規
定
に
よ
り
外
科
と
呼
夜
旦
一
、
消

化
器
、
乳
腹
、
心
蹟
‘
血
管
、
内
分
泌
又
は
小
児
と
を
組
み
合
わ
せ
た
名
称
の
全
て
の
診
諜
科
を
よ
母
国
む
。
）
」
と
、
「
診

穣
科
名
と
誼
み
合
わ
せ
た
名
称
」
と
晶
る
の
は
「
診
療
科
名
と
組
み
合
わ
せ
た
名
称
（
当
該
内
科
又
は
外
科
と
認
み

合
わ
せ
た
名
称
を
除
く
J
」
と
す
る
。

3

前
項
の
設
定
に
か
か
わ
缶
、
ず
、
次
の
告
号
に
掲
げ
る
場
合
に
は
、
そ
の
診
護
科
名
中
に
当
該
缶
号
に
定
め
る
診
覆

科
を
含
ま
な
い
こ
と
が
で
き
る
。

一
前
項
の
想
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
連
用
言
れ
る
内
科
と
組
み
合
わ
せ
た
名
称
の
診
療
科
文
は
リ
ウ
マ
チ
科
に
係

る
医
療
を
他
の
当
薮
内
科
と
組
み
合
わ
せ
た
名
称
の
診
療
科
又
は
日
ウ
マ
チ
科
そ
の
他
の
診
叢
科
で
提
供
す
る
場

合
当
該
医
寮
に
係
る
当
該
内
科
と
組
み
合
わ
せ
た
名
称
の
診
療
科
又
は
リ
ウ
マ
チ
科

ニ
前
墳
の
規
定
に
よ
り
読
み
蓄
え
て
連
用
さ
れ
る
外
科
と
組
み
合
わ
せ
た
名
称
の
診
療
科
に
係
る
医
療
を
他
の
当

該
外
科
と
組
み
合
わ
せ
た
名
称
の
診
宗
科
そ
の
他
の
診
護
科
で
提
供
す
る
場
合
当
該
医
療
に
係
る
当
時
訟
外
科
と

組
み
合
わ
せ
た
名
称
の
診
療
科

4

が
ん
、
循
環
器
疾
患
そ
の
他
の
国
民
の
隆
康
に
重
大
な
影
響
の
あ
る
疾
患
に
関
じ
を
高
度
か
つ
専
門
的
な
医
療
を

提
供
す
る
特
定
緩
能
卓
病
院
に
関
す
る
第
一
項
及
び
第
二
項
の
垣
間
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
第
一
項
中
「
を
吉
む
」
と

あ
る
の
は
、
「
の
う
ち
十
以
上
由
診
療
科
告
を
吉
む
」
と
す
る
－

5

第
一
項
目
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
歯
科
医
師
を
有
す
る
特
定
接
能
病
院
又
は
他
の
病
院
若
し
く
は
診
療
所
と
の
密

接
な
連
携
に
よ
り
歯
科
医
穫
を
提
供
す
る
体
制
が
整
備
さ
れ
て
い
る
特
定
優
能
病
院
に
つ
い
て
は
、
そ
の
診
疲
科
名

中
に
歯
科
を
吉
ま
な
い
こ
と
が
で
き
る
．

第
九
条
の
こ
の
こ
第
一
項
第
六
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
．

六
沼
介
患
者
に
対
す
る
医
案
提
供
及
び
他
の
病
院
又
は
診
察
所
に
対
す
る
患
者
紹
介
由
実
績

第
九
条
の
二
十
第
六
号
イ
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
．

イ
そ
の
管
理
す
る
病
院
に
つ
い
て
、
紹
介
患
者
の
数
と
教
急
用
自
動
車
に
よ
っ
て
滋
入
さ
れ
た
患
者
の
数
を
合

計
し
た
数
を
初
診
の
患
者
の
致
（
休
日
文
は
夜
間
に
受
診
し
た
患
者
の
数
壱
除
〈
。
次
号
イ
に
お
い
て
同
じ
J

で
除
し
て
得
た
数
（
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
円
詔
介
率
」
と
い
う
J
を
維
持
し
、
当
該
砕
虐
待
さ
れ
た
紹
介
宰
を

高
め
る
よ
う
努
め
る
こ
と
．



（号外第アO号）

第
九
条
白
二
十
第
六
号
ロ
中
「
百
分
の
三
十
」
を
『
百
分
の
五
十
」

年
間
に
」
を
加
え
、
同
条
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

七
次
に
掲
げ
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
他
の
病
院
又
は
診
帯
」
附
に
対
す
る
患
音
紹
介
在
行
う
こ
と
．

イ
そ
の
管
一
理
接
す
る
病
院
に
つ
い
て
、
他
の
病
院
又
は
診
議
所
に
紹
介
し
た
患
者
の
款
を
初
診
の
患
音
の
設
で
除

し
て
得
た
数
（
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
「
逆
詔
介
虫
干
一
」
と
い
う
J
を
緯
持
し
、
当
該
誰
持
さ
れ
た
逆
紹
介
率
を

高
め
る
よ
う
努
め
る
と
と
。

ロ
逗
紹
介
宰
が
百
分
の
回
十
を
下
回
る
靖
院
に
あ
っ
て
は
、
お
お
む
ね
五
年
間
に
逆
紹
介
率
を
百
分
の
回
ム
ト
ま

で
高
め
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
し
．
そ
の
た
め
の
具
体
的
な
年
次
計
画
一
を
作
成
し
、
厚
生
労
働
大
臣
ヒ
提
出
す

る
こ
と
a

第
九
条
の
二
十
に
次
の
一
項
を
加
え
る
．

2

が
ん
．
信
環
盟
国
安
患
そ
の
他
の
国
民
の
健
康
に
重
大
な
影
響
の
畠
る
安
患
に
関
し
、
高
度
か
つ
専
門
的
な
匡
壌
を

提
供
す
る
特
定
議
能
占
有
院
に
関
す
る
前
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
項
第
六
号
ロ
中
「
百
分
の
五
十
」
と
あ

る
の
は
一
百
分
の
八
十
」
と
、
問
項
第
七
号
ロ
中
『
百
分
の
四
十
」
と
あ
る
の
は
「
百
分
の
六
十
』
と
す
る
．

一
一
九
条
の
二
十
二
中
「
医
療
提
供
」
の
下
に
「
及
び
他
の
宥
院
又
は
診
療
所
に
対
す
る
患
者
紹
介
」
を
加
え
る
．

第
十
一
九
条
一
一
一
環
第
一
一
号
中
『
耳
鼻
い
ん
こ
う
科
」
を
「
精
神
科
、
耳
鼻
咽
喉
科
』
に
改
め
る
．

第
二
十
二
条
の
二
第
一
項
第
一
号
中
「
で
降
し
た
数
」
の
下
ヒ
「
（
第
三
項
に
お
い
て
「
医
師
由
記
置
芸
一
措
置
T
さ
と
い

一つ
J
」
を
加
え
．
同
条
に
次
回
一
壌
を
加
え
る
．

3

第
一
一
唱
の
特
定
楼
能
病
院
に
置
く
べ
き
医
師
に
つ
い
て
は
、
同
項
第
一
号
の
規
定
に
よ
る
医
師
の
配
置
基
準
設
の

半
数
以
上
が
、
内
科
、
外
科
、
構
袴
科
、
小
児
科
、
皮
膚
科
、
泌
尿
器
科
、
産
揮
人
科
唱
限
科
、
耳
鼻
悶
喉
科
、
放

射
器
科
．
救
急
科
、
脳
神
経
外
科
、
童
形
外
科
文
は
麻
酔
科
の
専
門
の
医
師
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
．

第
二
十
二
条
の
三
第
三
号
中
「
医
療
提
供
」
の
下
に
「
及
び
他
の
病
院
又
は
診
宗
所
に
対
す
る
患
者
詔
介
」
を
加
え

る圃

に
改
め
、
「
あ
っ
て
は
、
」
白
下
に

「
お
お
む
ね
五

報官

附

則

（
謡
行
期
日
）

第
一
条
こ
の
音
令
は
、
平
成
二
十
六
年
四
月
一
日
か
ら
諾
行
す
る
．

｛
経
過
諸
置
｝

第
二
条
こ
の
吉
令
の
施
行
の
蕗
現
に
塁
護
法
第
四
条
の
ニ
第
一
一
項
ー
の
荒
定
に
よ
る
季
認
を
受
け
て
い
る
特
定
提
能
病

院
で
邑
っ
て
そ
の
診
妥
科
名
中
に
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
授
の
匡
護
法
錨
行
規
則
（
以
下
「
新
規
則
」
と
い
う
J
第

六
条
の
目
白
規
定
に
A
A
－
－
づ
く
診
諜
科
名
を
吉
ま
な
い
も
の
に
つ
い
て
は
、
当
震
診
療
科
名
の
診
察
を
開
始
す
る
た
め

の
計
酉
を
記
寂
し
た
書
票
を
提
出
し
た
場
合
に
限
り
、
平
成
三
十
一
年
四
月
一
日
ま
で
の
問

T
語
該
計
一
回
に
謹
一
づ
き

当
該
診
療
科
名
を
全
て
吉
む
こ
と
と
な
っ
た
埼
合
に
は
、
当
該
必
一
一
な
診
穣
科
名
を
全
て
含
む
こ
と
と
な
っ
た
と
き

ま
で
の
間
｝
は
、
な
お
従
前
回
向
に
よ
る
。

第
三
条
こ
の
省
令
の
遊
行
の
碍
現
に
医
療
法
第
四
条
の
二
第
一
項
目
規
定
に
よ
る
承
認
を
受
け
て
い
る
特
定
炭
語
講
一

院
で
あ
っ
て
新
規
則
第
二
十
二
条
の
こ
第
一
項
第
一
号
に
規
定
す
る
医
師
の
配
置
基
準
設
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て

「
基
準
教
』
と
い
う
J
の
半
数
以
上
が
同
条
第
三
項
の
専
門
の
医
師
で
な
い
も
の
に
つ
い
て
は
、
当
該
専
門
の
医
師

を
基
準
数
白
半
数
以
上
置
く
た
一
回
の
計
画
を
記
較
し
た
書
類
を
提
出
し
た
均
台
に
毘
り
‘
平
成
三
十
一
年
四
月
一
固

ま
で
の
問
（
当
該
計
画
に
基
づ
吉
当
該
専
門
の
医
師
を
基
準
設
の
半
数
以
上
置
く
こ
と
と
な
っ
た
場
合
に
は
、
当
該

専
門
の
医
師
を
基
準
設
の
半
数
以
上
置
い
た
と
き
ま
で
の
筒
）
は
．
な
お
従
前
の
倒
に
よ
る
．

O
厚
生
労
働
省
令
第
四
十
六
号

健
康
保
険
法
（
大
正
十
一
年
法
律
第
七
十
号
）
第
百
二
十
九
条
第
六
項
、
第
百
四
十
五
条
第
八
項
及
び
第
二
百
七
条

並
び
に
船
員
保
険
法
（
昭
和
十
四
年
法
律
第
七
十
一
一
一
号
）
第
百
五
十
五
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
健
康
保
険
法
施
行
規
則

及
び
鉛
員
保
段
法
施
行
震
到
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
．

平
成
二
十
六
年
三
月
三
十
一
日

月曜日平成26年 3月31日53 

zr生
労
働
大
臣

田
村

窓
久

健
康
保
険
法
施
行
定
則
及
び
給
員
保
険
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
健
康
保
険
法
施
行
規
郊
の
一
部
改
正
）

第
一
条
健
康
保
険
法
施
行
規
則
（
大
正
十
五
年
内
務
省
令
第
三
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
e

様
式
第
十
二
号
（
表
面
）
、
様
式
第
十
六
号
同
及
び
操
式
第
十
七
号
岡
中
「
』
N
E
R
g
有
印
国
M
H
E
H
d
」
を
「
一
室

当店内一
M
A
国
回
目
時

4
－H
陪
時
台
H
刊
誌
」
ト
に
改
め
る
．

（
船
員
保
険
法
諸
行
規
則
の
一
部
改
正
）

第
二
条
船
員
保
険
法
施
行
規
則
（
沼
和
十
五
年
憲
一
生
省
令
第
五
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

様
式
第
四
号
〔
表
面
）
中
「
吾
嘉
民
有
国
E
M
H
E
持

4
」
を
「
一
司
き

g
骨
恥
」
4
H
E
持
J
2
H
昨
冊
昔
HHU可
」
に
改
め

る．

附

則

（
箆
行
期
日
｝

l

こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
六
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
健
護
保
険
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
遇
措
置
｝

2

第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
健
康
保
段
法
施
行
規
制
の
様
式
に
よ
り
使
用
さ
れ
て
い
る
書
類
は
、
当
分
の
問
、

同
条
白
書
店
定
に
よ
る
改
正
後
の
健
康
保
段
法
施
行
規
則
の
様
式
に
よ
る
も
の
と
み
な
す
．

（
船
員
保
険
法
語
行
規
則
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
嘉
置
）

3

第
二
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
船
員
保
険
法
諸
行
一
定
則
の
様
式
に
よ
り
使
用
さ
れ
て
い
る
書
禁
は
、
当
分
の
問
、

同
条
の
規
定
に
よ
畠
改
正
後
の
飴
員
保
険
法
盛
行
規
則
の
撮
式
に
よ
る
も
の
と
み
な
す
。

O
厚
生
労
働
省
令
第
四
十
七
号

ハ
ン
セ
ン
病
問
題
の
解
決
の
促
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
年
法
律
第
八
十
二
号
）
第
十
五
条
害
一
三
項
及
び
附
則

第
十
条
の
昌
一
回
定
に
基
づ
き
、
ハ
ン
セ
ン
病
問
題
の
震
訣
の
促
進
に
属
す
る
法
律
施
行
語
則
の
一
部
を
改
正
す
る
書
令
を

次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平

成

二

十

六

年

三

月

三

十

一

日

厚

生

労

働

大

臣

田

村

宍

久

ハ
シ
セ
ン
病
問
題
の
評
決
の
促
進
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

ハ
ン
セ
ン
病
問
題
の
鰐
決
の
促
進
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
〔
平
成
二
十
一
年
厚
生
労
働
省
令
第
七
十
五
号
）
の
一

部
を
次
回
よ
う
に
改
正
す
る
．

第
七
条
第
一
項
第
一
号
中
「
六
万
三
千
八
百
四
十
円
」
を
「
六
万
四
千
百
円
」
に
改
め
、
同
項
第
二
号
中
「
四
万
八

千
十
円
」
を
「
四
万
八
千
二
百
円
』
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
ご
万
三
千
三
百
七
十
円
」
を
ご
万
三
千
四
百
二
十

円
」
に
改
め
る
。

第
十
五
条
第
一
号
中
「
百
三
十
四
万
四
千
円
」
を
「
百
三
十
四
万
七
千
円
」
に
改
め
る
．

附

則

（
施
行
期
日
）

第
一
条
こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
六
年
四
月
一
日
か
ら
控
行
す
る

g

〔
経
遇
措
置
）

第
二
条
平
成
二
十
六
年
三
月
以
前
の
月
分
の
ハ
ン
セ
ン
病
問
題
の
解
決
の
促
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
年
法
窪

第
八
十
二
号
）
第
十
五
条
第
二
項
に
規
定
す
る
ハ
シ
セ
ン
病
療
養
所
非
入
所
者
給
与
金
（
次
項
に
お
い
て
『
非
入
所

者
給
与
’
さ
と
い
う
J
の
額
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

2

ハ
ン
セ
ン
講
関
電
の
等
法
の
促
進
に
関
す
る
法
律
控
行
一
一
則
〈
以
下
『
促
進
法
一
読
一
刻
」
と
い
う
J
第
十
三
条
第
一

項
た
だ
L
害
白
書
凡
定
に
よ
る
非
入
所
者
給
与
金
の
支
給
の
停
止
に
係
る
非
入
所
者
給
与
金
白
月
額
に
つ
い
て
は
．
平

成
二
十
六
年
七
月
ま
で
の
間
は
、
ザ
」

φ
省
令
に
よ
る
改
正
径
の
促
進
法
規
則
第
七
条
白
書
店
定
に
か
か
わ
ら
ず
‘
な
お

従
前
四
例
に
よ
る
。

O
厚
生
労
働
省
令
第
四
十
八
号

薬
剤
締
法
（
昭
和
三
十
五
年
法
律
一
一
百
四
十
六
号
）
第
二
十
二
条
町
規
定
に
基
づ
き
、
薬
剤
師
法
路
行
翠
則
の
一
部

を
改
正
す
る
書
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
．

平
成
二
十
六
年
三
月
三
十
一

1

厚
生
労
働
大
臣

田
村

安



医
療
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
案
新
旧
対
照
表

。
医
療
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
三
年
厚
生
省
令
第
五
十
号
）
（
抄
）

（傍線の部分は改正部分）

111 101 8 7 2 第

の 第項令 七｜一 。｜医 り
変 第 三は 第 第 9 の

、
フ 診 療 と法 6 条

更 七 号 七 手重
診療

ノレ 療 号 新六 の す第 の

そ 項 第 条 項 （別 ニE 所
） 

型 提 る七（十

の
第七

に玉 の 第 略そ 所 ン を 第 イ（ 供 。条略四

他 掲げ 項各
七

）の ザ 開 ン略 を た第）

第 号 の 号 ｛第也 病 等 設 十 フ） イ’丁ー だ
略五 る号 規 床 緊 し 八 ／レ うし 項

項各 掲げ
事（ 定

掲げ
五 を 急 た

条第
期

） 
ニ巳

項と 該当 項各 設 事 者 ン 関 第 規
改

号 る よ る Iナ 態 カ5 ザ （ 七 定

場iロ,_ 
す病 り

場ぷロb、
号 よ

、
項 等 」，＼ー 号 す

掲げ
る床

都道
フ お 同 対 月 る

。が
掲げ と け 法 規 策 以 掲 厚

る
該当

府
該当

す る 第 定 特 内 げ 生 正
事

般床病
県 る る

療医
す

別措
の る 労

項 し 知 し 事 と 十 る 期 場 働

を
、

事
、 項 き の 特 置 間 ぷ口込 省

変
診療

の 診 を 提 条 定 法 ~ 、

更 み 届 療 変 又 供 第
都府道

R浪 あ で 案更
（ 

し 所 の 』ナ 所 lま を 平 る Jコ疋｛ 

た の 場 出 し 診 イ’7ー 項 成 。て め
者 病 f'-コ な 病 よ 療 つ 県

） 
iま る

カt
床数

』ナ 床 つ 所
、F

規 の 十 、場
と

」、
あ れ を の と 定 区 四 係 同 メc＇コ、

b τ下3 Jコlま 設
す

病床
を す 域 年 る マロヲ i土

第
床病

て な ft る 目 る 内 法 場
、

四 l'i ら た
と 数 的 新 律 ii 規 次

条 の
、

な 者
き 、

と 型 お 第 定 の
第 種 同 b、カ5 病 し イ b、 限 す と

jjlj 項 事
、

床 て ン て 十 る る お

新
（新 8・

7 2 第

新 l
り

設 設 9 と 法第 6 条
:: 置x"F 、 す の

（ る七（十
略 （ 。条第略） 四

略

項 略

規p克ム己ー・

す 現
る

厚生

働省シ労寸ゐ3、
イ’丁ー

で
定
め
る
場
d口,_ 

l土、

次
の
と
お



との 定 し 十｜ 十｜ 九ー 十｜十一申と六 項 項

す八 の
、

が一画｜ね 五 i前－ 1請に条 各 の

る十 適
度高

ん 五前年前八項 第 九 書 つ の 号 規
用 、（ 年項第問項第 の第九 九 をいニ 定

と 色、 循略聞 に （ 申 条 （ 厚 て 掲
、

てコ イコ 環） に十紹十略請条の略生の法 げ よ
同 し、 専 器疾 逆一介号）書の二）労承第

主り

項第
て 的門 紹介号率の にこで霊ノ十、 働認、四
は 患 のを値は事七 大を条 項童

十
、

な そ 率値が 、 臣 受 の と 府

号 同 医 の をが分百 百 次 号 にけ二 す県

中 項第
療 他 百 百 の 分 に 号 イ 提よ第 る 知

「 を の 5，与令M 五 1の7 掲げ イに 出うー 。事

百 九 提 国 の の 言 五 に雲する しと項
分 号 供 民 四四十る な す の 届
の 中 す の 十十でを 裏を 規定 ける規 け
四 「 る 健 まを高下 す れ者定 出

又 科 十 百 特炉疋ム『’ 康 で下め回 る窃7「 ば は に な
l土

名中
」

分 に 高回るる添逆 な 、 よ lナ
産 と の 機 重大 めるた病 え罪率 率 ら次り れ
科 あ 五 古旨 る病め院 な の なに特 ば
及 内 る 十 病 な た院のにけ前し；掲定 な
び 科 の 院 影 めに具あ れば前の年度 げ機 ら
場 iま と 響 のあ体的つ な年度 の る能 な

科人 外科 「 あ 関 具ってら平 事病 し、

百 る す
あ 体て年次言十 は な の 均値 項院

事
分 の る る 的は 、 をと 項

眼神精 の l土 前 疾怠 な、おし； Z 記称 l土
」ノ、ー 項

、
科 「 年おお 載す

耳｜ 科
十 百 の に 次おむ f直 しる 第
」

分 規 関 計 む ね たこ 五

（略）

第

第
六
条
の
三
法
第
四
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
特
定
機
能
病
院
と
称
す
る
こ

と
に
つ
い
て
の
承
認
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た

申
請
書
を
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一1
九
（
路
）

十
第
九
条
の
二
十
第
六
号
イ
に
規
定
す
る
紹
介
率
の
前
年
度
の
平
均
値

．
（
新
設
）

2

前
項
の
申
請
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一1
八
（
略
）

九
前
項
第
十
号
の
値
が
百
分
の
三
十
を
下
回
る
病
院
に
あ
っ
て
は
、
お
お
む
ね

五
年
間
に
百
分
の
十
紹
介
率
を
高
め
る
た
め
の
具
体
的
な
年
次
計
画

2 31 

十
（
略
）

（
新
設
）

31 

41 

41 第

第
六
条
の
四
特
定
機
能
病
院
は
、
そ
の
診
療
科
名
中
に
内
科
、
外
科
、
精
神
科
、

小
児
科
）
皮
膚
科
、
泌
尿
器
科
、
産
婦
人
科
、
産
科
、
婦
人
科
、
眼
科
、
耳
鼻
い



二｜ 一｜名中 とみ
） 

血
） 

器 内 る たのす科る（2）鼻

のの 療医名の 前す合
」

管
、

疾
、
科 前 内診規る（場の咽

他診前 称診前に項弓わ と
、
外 患 循 項 科療科 定場開合規喉

の療項にの療項義各 の せ
、
内 科 と 環

メ（μ λ の 又 に合項を定科

診科の係診療科の 規定 た 「 分 （ を 器 第 規 は名ょを第除に
療 に 規る又規 名 診 w、同 車E

、
定 外にる除二くよ放

科係定該内当科は定に 号に 称 療 又 号 み 腎 条 の 科限診く号。り射

でるに 又リ に か （ 科 l土 ノ、 Z口'- 臓 の 適 にる療。ロ）こ線

提医よ はウよ定か 当 名 の わ
、

用 ぉJ科第の、れ科

供 療 り 科目マりめわ 音と 児 規定
せ

神経
第 い 名四規同 ら及

すを 続 品ウチ読暴療科を ら
出且 と た Jコてを（項定号のび

る他替み マ科み ず 科 み を 名
、

項 し、 専 含 同 に に ハ診救

場ムロ の 官みわ チに替 、 又
よロ'-f且 よ 称 皿l第 て 門 t項およの療急

当 え科係え次は わ み り の 液 lま 的 のいり規科科
該てそるての外 せ {} 外 全

、
号

、
なの規て歯定名（

当 外 適 せたの療医適含各 科 た わ 科 て 内 ノ、 同 医与定同科にと令
該科 用 他 用 号 と 名 せ と の 分 の 項 療るにじとよ組第

F療医とさ名称 のをさな、に 組 称 た 呼 ‘診 w、規 中 を。よ。組るみー
組れ 診他れい掲 み

」
名 吸 療

、
定 提 り）み脳合条「

にみるの療のるこげ 合 と 称 器 科 イt 内 供 厚並合神わの

係合外診療科科該内当内と、る わ あ の
、
及 話tよ 科 す 生びわ経せ二

るわ科 で 科司に－場lロ〉、 せ る 全 消 び
、

り
、

る 労にせ外た第

該当せと提と た の て イヒ リ 感 内 外 特 働法た科 名ー
た組又！供す 科組きに 名 は の 器 ウ 染 科 科 定 大第名及称項

外名み？ とみ売は 称 診 症 と
」

機 臣六称びを第「
ザマ

科称合 る組合 、 を 診 療 手Lチ 又 呼 と 能 の条を整診ー

とのわ土、ぜ場ぷロ〉、ぷみロb、わ そ 除 療 科 腺 科 lま 吸 あ 病 許の診形療号

組診療 せ せのく 科 を
、

を ア 器 る 院 可六療外科ハ
みたチわた診 名 含 ，心 ノ日ゐ、 レ

、
の に を第科科 名又

合科名科該当せ名 療 ） と む 臓 む ノレ 消 l土 関 受一名、とは
わそ称 た 称 J科」 車E

。 、 。
ギ イ乙 す け項と歯すニ「

2[ 3[ 

ん
こ
う
科
及
び
放
射
線
科
t

（
令
第
三
条
の
二
第
一
項
第
一
号
ハ
又
は
ニ
凶
の
規
定

に
よ
り
こ
れ
ら
の
診
療
科
名
と
組
み
合
わ
せ
た
名
称
を
診
療
科
名
と
す
る
場
合
を

除
く
。
）
、
同
号
ハ
の
規
定
に
よ
る
脳
神
経
外
科
及
び
整
形
外
科
、
歯
科
（
同
項

第
二
号
ロ
の
規
定
に
よ
り
歯
科
と
組
み
合
わ
せ
た
名
称
を
診
療
科
名
と
す
る
場
合

を
除
く
。
）
並
び
に
法
第
六
条
の
六
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
診
療
科
名
（
同
項
の

規
定
に
よ
り
厚
生
労
働
大
臣
の
許
可
を
受
け
た
診
療
科
名
に
限
る
。
）
の
う
ち
十

以
上
の
診
療
科
名
を
含
む
も
の
と
す
る
。

（
新
設
）

（
新
設
）



六 一 第 九 1七 六｜一務業九
，百。、 主主 の 「び し

イ｜ 1十 条 4 I 紹介 I 条 ま 整 病院 第 の 第
、
カ2せ

f;J: "'::> 次五六の 1 十 額コー 五にの な 備 つ 高 ん た

夜 て そ 条 二 （の 関二 し、 さ 若 項 ち 項 度 、名

間 搬 の 掲げ（のー十 略）（略績実者患 （すの これ し の 十 の 台、 循 称

入 管 略る二 とて く 規 以 規 ぐ〉 環 の

診3言立ζ． さ 理 る賂）第特 ） に
） 報£雪』 定民 主

がし、 lま 定 上 定 専 器
診療科れ す と一定 対 でる 曇療ロク永’ の の ~~ 

疾患
し た る

ろこ 項各機能 る
き特 色、

診療 適 的

た 患 病 z警

る定 所 か 用 な そ

者患
者 院 に号病院 医 機 と わ 科名 医 の
の ょに 療

高震
能 の ら ぐコ 療 他

の
数を

てコ り警の 提 病 密 ず を し、 を の

数を
し、 管 供 院 接

、メ白今、
て 提 国大 の

ぷロ〉、 て
紹介患 る理 及 匡 開 な 歯 む lま 供 民」

除 言十
、

事者 び Jコ連 科
、

す の
く し

紹介患
項 は 他 に喜 し、 携 医 と 第 る 健

た 者を、 の 提は て
師を

す 特 康
次 数 に行次 病 出、 l土 よ る 項 定

し次
。

号 を 者 対わに 院 、り 有 中 機 重
イ

初弓ロタe、
の しな掲 又 な r~ そ 歯 す 能 大

け長
「

数 けげ は の 科 る を 病 な
お の と 療医 tは~ると 診療

れげ 診 医 特 〆同会、 院 影
し、

者患
救 ばる 療 療 定 む 響

て 急 をなこ 所 な事 科 を 機
」

関 の
同 の

用自 提会 ろ に ら項 名 提 能 と す あ
じ 数 供すいv • に 対 去を 中 供 病 あ る る。

動車
。よ す 。記 す 院 る 第 疾（ ） 

休 る り る 載 歯 る 又 の 患
で 日

、戸 、
患 し 科 体 lま lま 項」

除 又 よ と 法 者 た を 告。 他 、及 関

せ

称

41 5J 第2 第

（
新
設
）

（
新
設
）

第
九
条
の
こ
の
こ
特
定
機
能
病
院
の
開
設
者
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た

業
務
に
関
す
る
報
告
書
を
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
1
五
（
略
）

六
他
の
病
院
又
は
診
療
所
か
ら
紹
介
さ
れ
た
患
者
に
対
す
る
医
療
提
供
の
実
績

七
1
十
（
略
）

2
1
4

（路）

第
九
条
の
二
十
特
定
機
能
病
院
の
管
理
者
は
、
次
に
掲
げ
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
法

一
第
十
六
条
の
三
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
1
五
（
略
）

六
次
に
掲
げ
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、

紹
介
患
者
に
対
し
、

医
療
を
提
供
す
る
こ
と

イ
そ
の
管
理
す
る
病
院
に
つ
い
て
、
次
の
式
に
よ
り
算
定
し
た
数
（
以
下
「

紹
介
率
」
と
い
う
。
）
を
維
持
し
、
当
該
維
持
さ
れ
た
紹
介
率
を
高
め
る
よ

う
努
め
る
こ
と
。



7.l~ ロ｜ イ｜ イ主丁
ん 。｜た間る逆者 次 除削のに｜

、し
、

めに逆よ紹のそうに 具 紹 紹 当 て

循 の 逆
紹介

努めフ
介 数 の こ掲 、J {;$: ノへl ノへI 該 f尋

環
具体的 紹介率

率 を 管 とげ 的率率 主佐 た

器疾患
率

」

号初""' 。、
理 。る なをが 持さ 数

主主 る と す と 年百 百 （ 

な を 百 こい の る ヲー 次分 分 れ 以」

そ
年計次

百 分 ええ 患 病 ろ 計の の た 下

の 分 の 者 院 画五 五
紹介率

ヲー」

他 の 四
） 

の よ を十十 の

の 画 四 十 を 数 イコ り Eまを 号

国 を 十 を 主栓 で し、 、
で下 を

民 作成
ま 下 持 除 て 他 ·~高田 両 お

の で 回 し し
、

の
厚生 める

め し、

健 し 高 る 、て 他 病 る病 る て

康 、め 病 該当 得た
の 院

一働労大 よ 院

よ
「

厚 る 院 病 又 うに 努フ 紹

重 生 よ 京経 数 院 l土 努あ 介
大

働大労 努つ あ 持 又 診 巨めつ
め 率

（ 

る
な つ さ 以1. は 療

」
γ るて 、ー

影 め て れ 下
診療

所 」もは 」 と
響 直 る iま た

、回 提の、 と し、」 。
の も

、
逆 の 所 対 学とお フ

あ 提 の お 紹 号 す るしお
。

る
す出

と お 介
紹介

る 宇、む ） 

疾患
し む 率 お 患 」そね を

る 、ね を し、 し 者 えの五 維
、目

そ 五 高 て
患た

紹 た年 持」
関 と の 年 め 「 介 め問 し

七｜
21 

〉
＋
回
＋
の

回
＋
U

こ
の
式
に
お
い
て
、

A
、
B
、
C
及
び
D
は
、
そ
れ
ぞ
れ
次
の
値
を
表

す
も
の
と
す
る
。

A

紹
介
患
者
の
数

B

他
の
病
院
又
は
診
療
所
に
紹
介
し
た
患
者
の
数

C

救
急
用
自
動
車
に
よ
っ
て
搬
入
さ
れ
た
患
者
の
数

D

初
診
の
患
者
の
数

ロ
紹
介
率
が
副
到
叫
ゴ
刊
を
下
回
る
病
院
に
あ
っ
て
は
、
紹
介
率
を
副
到
の

三
十
ま
で
高
め
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
し
、
そ
の
た
め
の
具
体
的
な
年
次
計

画
を
作
成
し
、
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
す
る
こ
と
。

ハ
ロ
に
規
定
す
る
年
次
計
画
を
作
成
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
お
お
む
ね
五
年

間
に
百
分
の
十
紹
介
率
を
高
め
る
内
容
の
も
の
と
す
る
こ
と
。

（
新
設
）

（
新
設
）



第
九
条
の
二
十
二
法
第
十
六
条
の
三
第
一
項
第
五
号
に
規
定
す
る
厚
生
労
働
省
令
一
第
九
条
の
二
十
二
法
第
十
六
条
の
三
第
一
項
第
五
号
に
規
定
す
る
厚
生
労
働
省
令

で
定
め
る
も
の
は
、
従
業
者
数
を
明
ら
か
に
す
る
帳
簿
、
高
度
の
医
療
の
提
供
の
一
で
定
め
る
も
の
は
、
従
業
者
数
を
明
ら
か
に
す
る
帳
簿
、
高
度
の
医
療
の
提
供
の

実
績
、
高
度
の
医
療
技
術
の
開
発
及
び
評
価
の
実
績
、
高
度
の
医
療
の
研
修
の
実
一
実
績
、
高
度
の
医
療
技
術
の
開
発
及
び
評
価
の
実
績
、
高
度
の
医
療
の
研
修
の
実

績
、
閲
覧
実
績
、
紹
介
患
者
に
対
す
る
医
療
提
供
剥
叫
倒
州
刷
阿
到
凶
割
劇
開
同
一
績
、
閲
覧
実
績
、
紹
介
患
者
に
対
す
る
医
療
提
供
の
実
績
、
入
院
患
者
、
外
来
患

対
す
る
患
者
紹
介
の
実
績
、
入
院
患
者
、
外
来
患
者
及
び
調
剤
の
数
並
び
に
次
条
一
者
及
び
調
剤
の
数
並
び
に
次
条
第
一
項
第
一
号
及
び
第
一
条
の
十
一
第
一
項
各
号

第
一
項
第
一
号
及
び
第
一
条
の
十
一
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
体
制
の
確
保
の
状
況
に
掲
げ
る
体
制
の
確
保
の
状
況
を
明
ら
か
に
す
る
帳
簿
と
す
る
。

を
明
ら
か
に
す
る
帳
簿
と
す
る
。

第
十
九
条
法
第
二
十
一
条
第
一
項
第
一
号
の
規
定
に
よ
る
病
院
に
置
く
べ
き
医
師
一
第
十
九
条
法
第
二
十
一
条
第
一
項
第
一
号
の
規
定
に
よ
る
病
院
に
置
く
べ
き
医
師

及
び
歯
科
医
師
の
員
数
の
標
準
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。
一
及
び
歯
科
医
師
の
員
数
の
標
準
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一
医
師
精
神
病
床
及
び
療
養
病
床
に
係
る
病
室
の
入
院
患
者
の
数
を
三
を
も
一
医
師
精
神
病
床
及
び
療
養
病
床
に
係
る
病
室
の
入
院
患
者
の
数
を
三
を
も

っ
て
除
し
た
数
と
、
精
神
病
床
及
び
療
養
病
床
に
係
る
病
室
以
外
の
病
室
の
入
っ
て
除
し
た
数
と
、
精
神
病
床
及
び
療
養
病
床
に
係
る
病
室
以
外
の
病
室
の
入

院
患
者
（
歯
科
、
矯
正
歯
科
、
小
児
歯
科
及
び
歯
科
口
腔
外
科
の
入
院
患
者
を
院
患
者
（
歯
科
、
矯
正
歯
科
、
小
児
歯
科
及
び
歯
科
口
腔
外
科
の
入
院
患
者
を

除
く
。
）
の
数
と
外
来
患
者
（
歯
科
、
矯
正
歯
科
、
小
児
歯
科
及
び
歯
科
口
腔
除
、
く
。
）
の
数
と
外
来
患
者
（
歯
科
、
矯
正
歯
科
、
小
児
歯
科
及
び
歯
科
口
腔

外
科
の
外
来
患
者
を
除
く
。
）
の
数
を
二
・
五
（
欄
制
利
可
制
劃
咽
欄
利
又
は
外
科
の
外
来
患
者
を
除
く
。
）
の
数
を
二
・
五
（
司
副
川

M
U引
利
又
は
眼
科

眼
科
に
つ
い
て
は
、
五
）
を
も
っ
て
除
し
た
数
と
の
和
（
以
下
こ
の
号
に
お
い
に
つ
い
て
は
、
五
）
を
も
っ
て
除
し
た
数
と
の
和
（
以
下
ご
の
号
に
お
い
て
「

て
「
特
定
数
」
と
い
う
。
）
が
五
十
二
ま
で
は
三
と
し
、
特
定
数
が
五
十
二
を
特
定
数
」
と
い
う
。
）
が
五
十
こ
ま
で
は
三
と
し
、
特
定
数
が
五
十
二
を
超
え

超
え
る
場
合
に
は
当
該
特
定
数
か
ら
五
十
二
を
減
じ
た
数
を
十
六
で
除
し
た
数
る
場
合
に
は
当
該
特
定
数
か
ら
五
十
二
を
減
じ
た
数
を
十
六
で
除
し
た
数
に
三

に

三

を

加

え

た

数

を

加

え

た

数

二

（

略

）

二

（

略

）

（

略

）

（

略

）

し
、
高
度
か
つ
専
門
的
な
医
療
を
提
供
す
る
特
定
機
能
病
院
に
関
す
る
前
項
の
規

制
削
剥
刷
吋
寸
川
訓
凶
1
刷
明
割
引
川
剖
叫
引
↓
副
剣
叫
到
刊
叶
叶
剖
引
制
同
↓
副

分
の
八
十
」
と
、
同
項
第
七
号
ロ
中
「
百
分
の
四
十
」
と
あ
る
の
は
！
「
百
分
の
六

十
」
と
す
る
。

2
f
i
b
 

2
c》
5



第
二
十
三
条
の
二
法
第
二
十
二
条
の
二
第
一
号
の
規
定
に
よ
る
特
定
機
能
病
院
に
一
第
二
十
二
条
の
二
法
第
二
十
二
条
の
二
第
一
号
の
規
定
に
よ
る
特
定
機
能
病
院
に

置
く
べ
き
医
師
、
歯
科
医
師
、
薬
剤
師
、
看
護
師
そ
の
他
の
従
業
者
の
員
数
は
、
一
置
く
べ
き
医
師
、
歯
科
医
師
、
薬
剤
師
、
看
護
師
そ
の
他
の
従
業
者
の
員
数
は
、

次

に

定

め

る

と

こ

ろ

に

よ

る

。

一

次

に

定

め

る

と

こ

ろ

に

よ

る

。

一
医
師
入
院
患
者
（
歯
科
、
矯
正
歯
科
、
小
児
歯
科
及
び
歯
科
口
船
外
科
の
一
一
医
師
入
院
患
者
（
歯
科
、
矯
正
歯
科
、
小
児
歯
科
及
び
歯
科
口
一
郎
外
科
の

入
院
患
者
を
除
く
。
）
の
数
と
外
来
患
者
（
歯
科
、
矯
正
歯
科
、
小
児
歯
科
及
一
入
院
患
者
を
除
く
。
）
の
数
と
外
来
患
者
（
歯
科
、
矯
正
歯
科
、
小
児
歯
科
及

び
歯
科
口
踏
外
科
の
外
来
患
者
を
除
く
。
）
の
数
を
二
・
五
を
も
っ
て
除
し
た
一
び
歯
科
口
眠
外
科
の
外
来
患
者
を
除
く
。
）
の
数
を
二
・
五
を
も
っ
て
除
し
た

数
と
の
和
を
八
で
除
し
た
数
」
剰
ヨ
胡
ベ
叫
判
川
寸
↓
困
剛
叫
酎
聞
劃
樹
剃
叶
パ
引
一
数
と
の
和
を
八
で
除
し
た
数

い
v

つ

。

）

一

一一

1
六

（

略

）

一

一

一

1
六

2

（

略

）

一

2

（略）

引
剰
↓
判
例
制
剤
樹
制
矧
阿
吋
聞
叶
ペ
剖
困
制
叶
寸
川
引
削
叶
同
胡
矧
「
引
制
崩
一
（
新
設
）

創
叫
判
到
困
剛
叫
削
園
割
銅
剣
刷
判
制
凶
』
糾
叶
削
利
1
刑
判
寸
樹
相
判
1
川
則
一

司

副

閣

制
1
凶
闘
樹
利
1
劃
岡
川
刊
嗣
利

1
4劇
咽
明
司
副
刺
剰
刺
1
J朝一

割
判
1
捌
捌
剖
州
利
1
劃
矧
州
利
到
同
劇
醐
判
制
覇
問
叫
困
酬
明
剖
例
制
同
制
引

な
し

（略）

第
二
十
二
条
の
三
法
第
二
十
二
条
の
二
第
二
号
か
ら
第
四
号
ま
で
の
規
定
に
よ
る
一
第
二
十
二
条
の
三
法
第
二
十
二
条
の
二
第
二
号
か
ら
第
四
号
ま
で
の
規
定
に
よ
る

施

設

及

び

記

録

は

、

次

の

と

お

り

と

す

る

。

一

施

設

及

び

記

録

は

、

次

の

と

お

り

と

す

る

。

一

－

二

（

略

）

一

一

・

一

一

（

賂

）

三
病
院
の
管
理
及
び
運
営
に
関
す
る
諸
記
録
は
、
過
去
二
年
間
の
従
業
者
数
を
一
三
病
院
の
管
理
及
び
運
営
に
関
す
る
諸
記
録
は
、
過
去
二
年
間
の
従
業
者
数
を

明
ら
か
に
す
る
帳
簿
、
高
度
の
医
療
の
提
供
の
実
績
、
高
度
の
医
療
技
術
の
開
一
明
ら
か
に
す
る
帳
簿
、
高
度
の
医
療
の
提
供
の
実
績
、
高
度
の
医
療
技
術
の
開

発
及
び
評
価
の
実
績
、
高
度
の
医
療
の
研
修
の
実
績
、
閲
覧
実
績
、
紹
介
患
者
一
発
及
び
評
価
の
実
績
、
高
度
の
医
療
の
研
修
の
実
績
、
閲
覧
実
績
、
紹
介
患
者

に
対
す
る
医
療
提
供
剥
訓
制
刷
倒
闘
刻
同
制
劇
刑
判
矧
引
到
劇
剖
制
州
の
実
績
一
に
対
す
る
医
療
提
供
の
実
績
、
入
院
患
者
、
外
来
患
者
及
び
調
剤
の
数
並
び
に

、
入
院
患
者
九
外
来
患
者
及
び
調
剤
の
数
並
び
に
第
九
条
の
二
十
三
第
一
項
第
一
第
九
条
の
二
十
三
第
一
項
第
一
号
並
び
に
第
一
条
の
十
一
第
一
項
に
規
定
す
る

、
一
号
並
び
に
第
一
条
の
十
一
第
一
項
に
規
定
す
る
体
制
の
確
保
及
び
同
条
第
二
体
制
の
確
保
及
び
同
条
第
二
項
に
規
定
す
る
措
置
の
状
況
を
明
ら
か
に
す
る
帳



項
に
規
定
す
る
措
置
の
状
況
を
明
ら
か
に
す
る
帳
簿
と
す
る
。

簿
と
す
る
。


